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第１編 総 則 

第１章 本計画の目的と構成 

○ この計画は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号。以下「災対法」と

いう。）、大規模地震対策特別措置法（昭和 53 年法律第 73 号。以下「大震法」

という。）、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法

（平成 14 年法律第 92 号。以下「南海トラフ法」という。）及び日本海溝・

千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平

成 16 年法律第 27 号。以下「日本海溝法」という。）の規定に基づき作成す

るものであり、防災基本計画等に基づき、内閣府が防災に関しとるべき措置

等を定め、もって内閣府における計画的な防災行政の整備及び推進を図るこ

とを目的とする。 

○ この計画は、第４編各章において、大震法第６条第１項の規定に基づく地震

防災強化計画、南海トラフ法第５条第１項の規定に基づく南海トラフ地震防

災対策推進計画及び日本海溝法第６条第１項に基づく日本海溝・千島海溝周

辺海溝型地震防災対策推進計画で内閣府に係るものをそれぞれ定める。 

○ この計画は、復興庁が廃止されるまでの間は、東日本大震災からの復興に関する

事務に係るものについては、対象としない。 

○ この計画は、その目的、使命を確実に果たしていくため、防災に関する学術的研

究の成果や発生した災害の状況等に関する検討、その時々における防災上の重要

課題の把握とその対策の検討などを踏まえ、毎年必要に応じ見直し、これを的確

に反映させていくものとする。 

第２章 内閣府の役割 

○ 内閣府は、内閣官房を助けて、防災に関し行政各部の施策の統一を図るため

に必要となる企画立案、総合調整機能を発揮することにより、防災対策にお

ける内閣機能の強化を図る。 

○ 内閣府は、国土並びに国民の生命、身体及び財産を各般の災害から保護する

ため、中央防災会議と連携を緊密にし、防災基本計画に関する事務を始め、

防災に関する政策の企画及び立案並びに総合調整を行うとともに、指定行政

機関等の防災に関する組織及び計画の把握並びに計画の一体的かつ有機的

作成の確保、毎年次の防災に関する計画及び防災に関してとった措置の取り

まとめ、防災対策の総合的推進に必要な調査研究等を行い、もって、総合的

な防災対策の確立並びに災害予防対策、災害応急対策及び災害復旧・復興対

策にわたる諸施策の総合的かつ円滑な推進を図る。 
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○ 内閣府は、災害予防対策から災害応急対策及び災害復旧・復興対策の推進を

図るため、災対法、地震防災対策特別措置法（平成７年法律第 111 号。以下

「地防法」という。）、災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号。以下「救助法」

という。）、被災者生活再建支援法（平成 10 年法律第 66 号。以下「支援法」

という。）、激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭和

37 年法律第 150 号。以下「激甚災害法」という。）、大規模災害からの復興

に関する法律（平成 25 年法律第 55 号。以下「復興法」という。）その他法

令により内閣府に属せられた事務の適切な執行を図る。 

○ 内閣府は、個人や家庭、地域、企業、ＮＰＯや自主防災組織等広く社会の様々

な主体が連携して日常的に減災のための行動と投資を息長く行う国民運動

を促進する。 

○ 内閣府は、地域における生活者の多様なニーズに配慮した防災を進めるため、

防災に関する政策及び方針の決定過程並びに防災の現場における女性、高齢

者、障害者等の参画を拡大し、男女共同参画その他の多様な視点を積極的に

取り入れた防災体制の確立に努める。 

○ 内閣府は、沖縄における経済の振興及び社会の開発に関する総合的な計画の

推進等に当たっては、関係行政機関から防災に関する情報を的確に収集し、

これを分析、検討して、沖縄の置かれた地理的及び自然条件に対処し得るよ

う、治山、治水、海岸保全等防災及び国土の保全に関して十分配慮するよう

努める。 

○ 内閣府は、短期及び中長期の経済の運営に関する事項、財政運営の基本及び

予算編成の基本方針の企画及び立案のために必要となる事項、経済に関する

重要な政策に関する事項並びに科学技術の総合的かつ計画的な振興を図る

ための基本的な政策に関する事項の企画及び立案並びに総合調整に関する

事務その他所掌事務を遂行するに当たっては、防災対策の推進のため、必要

な配慮をするよう努める。 

○ 内閣府は、「「防災の日」及び「防災週間」について」（昭和 57 年５月 11 日

閣議了解）に基づき、防災活動、防災体制の整備等に関し、顕著な成績をあ

げ、又は功績があった者に対して内閣総理大臣表彰及び防災担当大臣表彰を

行う。 

○ 内閣府は、管理する土地又は施設で、避難場所やヘリスポットとしての活用

が可能なものを利用し、被災者等の受入れ等必要な措置を講じる。 

○ 内閣府は、国際防災協力を積極的に推進するため、関係省庁と連携して、我

が国の防災対策に係る知見・教訓、技術・ノウハウ、体制・制度等について

海外へ発信し、普及を図る。 
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第３章 防災に関する組織 

○ 大臣官房は、政策統括官（防災担当）と協力し、職員の防災知識の高揚、災

害対応力の向上及び防災行政に資する人材の育成を図るため、初任者研修、

実務者研修等において、防災研修を行う。 

○ 大臣官房は、内閣府の所管に関する業務、職員及び施設について、防災対策

の部局間の調整が円滑に実施されるよう適切に対処する。 

第１節 内閣府情報連絡室 

○ 内閣府情報連絡室は、別に定める「内閣府情報連絡室について」（平成 19 年

12 月 27 日政策統括官（防災担当）付参事官（災害緊急事態対処担当）決定）

により、政策統括官（防災担当）付参事官（災害緊急事態対処担当）が設置

し、気象状況等に即応して、より早期の情報収集、関係者への注意喚起等を

行う。 

第２節 内閣府情報対策室 

○ 内閣府情報対策室は、別に定める「内閣府情報対策室及び内閣府災害対策室

の設置について」（平成 18 年７月１日内閣府政策統括官（防災担当）決定。

以下「対策室設置統括官決定」という。）により、政策統括官（防災担当）

付参事官（災害緊急事態対処担当）が設置し、災害発生のおそれがある場合、

又は災害発生直後の初動期等における迅速かつ適切な情報収集・連絡活動を

行う。 

第３節 内閣府災害対策室 

○ 内閣府災害対策室は、対策室設置統括官決定により、大規模な災害が発生し、

又は発生するおそれがある場合に政策統括官（防災担当）が設置する。 

○ 内閣府災害対策室が設置された場合において、内閣府情報対策室が設置され

ているときは、当該対策室は廃止されるものとし、内閣府災害対策室が当該

対策室の業務を承継する。 

第４節 沖縄総合事務局における防災体制 

○ 沖縄総合事務局は、沖縄県の区域においてその所掌事務に関係する災害が発

生した場合又は発生するおそれがある場合には、「沖縄総合事務局災害対策

本部設置要綱」（平成 18 年６月１日沖縄総合事務局長決定）により、沖縄総

合事務局に沖縄総合事務局災害対策本部を設置し、災害情報の迅速な把握及

び応急対策の実施について万全の措置を講ずる。 

○ 沖縄総合事務局長は、内閣府防災業務計画に基づき、その所掌事務に関し沖

縄総合事務局防災業務計画を作成するとともに、必要があると認めるときは、

これを修正しなければならない。 
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第４章 災害時における指揮命令者の継承 

○ 災害が発生した場合の情報収集、非常災害対策本部又は緊急災害対策本部

（以下「非常本部等」という。）及び原子力災害対策本部の設置、関係機関

との事務連絡等に関する事務については、内閣府特命担当大臣（防災）（以

下「防災担当大臣」という。）（防災担当大臣が置かれていない場合にあって

は内閣官房長官。以下同じ。）の指揮により政策統括官（防災担当）におい

て行う。 

○ 防災担当大臣に事故のあるときは、副大臣（防災担当）がその職務を代行す

る。また、副大臣（防災担当）が置かれていない場合、又は事故のあるとき

は、大臣政務官（防災担当）、事務次官、官房長の順で指揮を執る。 

○ 政策統括官（防災担当）に事故のあるときは、大臣官房審議官（防災担当）

がその職務を代行する。また、大臣官房審議官（防災担当）に事故のあると

きは、 

① 政策統括官（防災担当）付参事官（総括担当） 

② 政策統括官（防災担当）付参事官（災害緊急事態対処担当） 

③ 政策統括官（防災担当）付参事官（地方・訓練担当） 

④ 政策統括官（防災担当）付参事官（調査・企画担当） 

⑤ 政策統括官（防災担当）付参事官（防災計画担当） 

⑥ 政策統括官（防災担当）付参事官（普及啓発・連携担当） 

⑦ 政策統括官（防災担当）付参事官（被災者行政担当） 

⑧ 政策統括官（防災担当）付参事官（事業推進担当） 

の順（以下「防災担当参事官建制順」という。）に政策統括官（防災担当）

の職務を代行する。 

○ 「事故のあるとき」とは、当該指揮命令者の存否、所在が明らかでない場合、

又は遠隔地への出張、病気等により直接指揮命令が執れない場合をいう。 

第５章 政府業務継続体制の強化及び内閣府本府業務継続計画 

○ 内閣府は、首都直下地震その他の大規模災害発生時における非常時優先業務

の継続に係る省庁横断的な事項及び各省庁の業務継続の作成の基準となる

べき事項を定める政府業務継続計画の作成に関する事務を行うとともに、各

省庁の業務継続計画作成支援を目的として「中央省庁業務継続ガイドライ

ン」を作成するほか、全国の地方支分部局等の業務継続計画の作成に当たり、

有益となる資料を提供するなど、政府全体の業務継続体制の強化に努める。

政府業務継続計画については、その実施・運用、教育、訓練、評価、見直し
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等を行い、その実効性を高めるよう継続的な改善を行う。このうち、首都直

下地震発生時における対応については、首都直下地震対策特別措置法（平成

25 年法律第 88 号。以下「首都直下法」という。）第５条第１項に基づく行

政中枢機能の維持に係る緊急対策実施計画として閣議決定された「政府業務

継続計画（首都直下地震対策）」に基づき対応する。 

○ 大臣官房は、政府業務継続計画（首都直下法に基づく政府業務継続計画（首

都直下地震対策）を含む。以下同じ。）に基づき、非常時に実施する災害応

急対策業務及び継続する必要性の高い通常業務等を非常時優先業務及び当

該業務を遂行するために必要な組織管理、庁舎管理等の事務（以下「管理事

務」という。）として位置付け、これに必要な執行体制、執務環境等を定め

るものとして、次の事項等を含む内閣府本府業務継続計画を作成する。また、

同計画には、内閣機能の業務継続のために、内閣官房を助けて行う補助事務

の実施についても定める。 

・ 非常時優先業務及び管理事務を定める。 

・ 非常時優先業務及び管理事務を担当する幹部職員の職務の代行順位を

定める。 

・ 業務継続に必要な職員参集体制を確保する。 

・ 帰宅困難者の受入れ体制を整備する。 

・ 避難路の確保を始め、天井等の非構造部材の耐震化等施設及び設備の整

備を行う。 

・ 事務用機器、ロッカー等の固定を行い、大規模な地震発生時においても

防災業務遂行に支障を来さない措置を講じる。 

・ 非常用電源を確保する。 

・ 災害発生時に必要なシステム機能の確保、情報の滅失防止のため、バッ

クアップシステムの整備、早期復旧のための体制整備等の情報システム

の防災性の向上を図る。 

・ 参集要員の１週間分及び参集要員以外の職員等の３日分程度の食料、飲

料水、医薬品、毛布、簡易トイレ等の物資を確保する。 

・ 発災時における救助用資機材その他必需品を確保する。 

・ 代替庁舎を確保する。 

○ 大臣官房は、同計画について、平時から職員の理解の向上を図るとともに、

その実施・運用、教育、訓練、評価、見直し等を通じて、その実効性を高め

るよう継続的な改善を行う。 
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第２編 災害対策編 

○ 本編は、原子力災害対策以外の災害対策全般について記載する。 

第１章 災害予防 

第１節 事前防災施策の実施 

１ 地震・津波災害 

○ 政策統括官（防災担当）は、関係省庁と連携し、建築物の耐震化の推進に関

する検討及びその普及、啓発等、建築物に係る地震被害軽減のために必要な

対策を推進する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、地震時における火災の発生を抑えるため、関係

省庁と連携し、感震ブレーカー等の普及などによる出火防止対策等を推進す

る。 

○ 政策統括官（防災担当）は、主要な公共施設等における耐震化対策の実施状

況等につき、関係省庁を通じて把握する等、地震防災対策推進のために必要

な措置を講じる。 

○ 政策統括官（防災担当）は、津波避難ビル等の整備・指定の促進、津波ハザ

ードマップの作成支援、津波避難に関するマニュアルの見直しなど、ハード

面とソフト面を組み合わせた総合的な津波対策を推進する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、長周期地震動対策について、関係省庁と連携し

て検討を進める。 

○ 政策統括官（防災担当）は、比較的発生頻度が高く大きな被害を及ぼす大規

模な地震・津波についてその対策を鋭意推進するとともに、科学的知見を踏

まえてあらゆる可能性を考慮した最大クラスの地震・津波の発生も想定し、

その想定結果に基づき対策を立案する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、想定される大規模地震に関し、予防対策から発

災時の応急対策、復旧・復興対策までを視野に入れた地震防災対策のマスタ

ープランとして、検討中の課題も含め施策を幅広く記載した大規模地震防

災・減災対策大綱について、作成に係る事務を行うとともに、関係行政機関、

関係指定公共機関及び関係地方公共団体の協力を得つつ、これらの推進を図

る。 

○ 政策統括官（防災担当）は、大震法に基づく地震防災対策強化地域、南海ト

ラフ法に基づく南海トラフ地震防災対策推進地域及び南海トラフ地震津波

避難対策特別強化地域、日本海溝法に基づく日本海溝・千島海溝周辺海溝型

地震防災対策推進地域並びに首都直下法に基づく首都直下地震緊急対策区



 

－ 7 － 

域及び首都中枢機能維持基盤整備等地区の指定に係る事務を行う。 

○ 政策統括官（防災担当）は、大震法に基づく地震防災基本計画、南海トラフ

法に基づく南海トラフ地震防災対策推進基本計画、日本海溝法に基づく日本

海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進基本計画及び首都直下法に基づ

く緊急対策推進基本計画について、作成に係る事務を行うとともに、関係行

政機関、関係指定公共機関及び関係地方公共団体の協力を得つつ、これら計

画の推進を図る。 

○ 政策統括官（防災担当）は、大震法等に基づき定める第４編各章に定める計

画の推進を図る。 

○ 政策統括官（防災担当）は、想定される大規模地震に関し、想定される人的

被害、経済被害等についての具体的な減災目標、達成時期及び方策等を定め

た地震防災戦略について、作成に係る事務を行うとともに、関係行政機関、

関係指定公共機関及び関係地方公共団体の協力を得つつ、これらの推進を図

る。 

○ 政策統括官（防災担当）は、首都中枢機能維持基盤整備等地区における防災

力の向上を図るため、に基づく首都中枢機能維持基盤整備等計画の認定に係

る事務を行う等により、同計画に示される首都中枢機能の維持を図るために

必要な基盤の整備、滞在者等の安全の確保を図るために必要な安全確保施設

の整備等を推進する。また、首都直下地震緊急対策区域の防災性の向上を図

るため、同法に基づく特定緊急対策事業推進計画の認定に係る事務を行う等

により、同計画に示される避難施設の整備等を推進する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、地防法に基づく地震防災緊急事業五箇年計画の

作成の促進、同意に係る事務の実施を行うとともに、緊急事業を円滑に推進

するための調査・検討を行う。 

２ 風水害 

○ 政策統括官（防災担当）は、暴風、竜巻、豪雨、洪水等による風水害につい

てその対策を鋭意推進するとともに、科学的知見や過去に起こった大規模災

害の教訓を踏まえて対策を立案する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、甚大な被害の発生が想定されるような大規模水

害について、予防対策から発災時の応急対策、復旧・復興対策までを視野に

入れた大規模水害対策のマスタープランを作成し、関係行政機関、関係地方

公共団体及び関係指定公共機関の協力を得つつ対策を推進する。 

○ 内閣府は、本土から遠距離にあり、台風常襲地帯に位置して、風雨、波浪等

による自然災害を被りやすく、かつ、広域に散在する数多くの離島を抱える

沖縄県の気象、地象及び水象並びに地理的条件に相応する防災対策を樹立す
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るための調査研究を推進する。 

３ 火山災害 

○ 政策統括官（防災担当）は、火山災害についてその対策を鋭意推進するとと

もに、総合的な火山災害対策の推進を図るための調査を行い、科学的知見や

過去に起こった大規模災害の教訓を踏まえて対策を立案する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、地方公共団体からの要請に基づき、火山防災エ

キスパートを派遣し、地方公共団体や火山防災協議会の活動を支援する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、関係省庁と連携して、活動火山対策特別措置法

（昭和 48 年法律第 61 号）に基づく避難施設緊急整備地域及び降灰防除地域

の指定に係る事務を行う。 

４ 雪害 

○ 政策統括官（防災担当）は、雪害についてその対策を鋭意推進するとともに、

科学的知見や過去に起こった大規模災害の教訓を踏まえて対策を立案する。 

第２節 災害応急対策、災害復旧・復興への備え 

１ 職員の参集、応急体制構築のための備え 

○ 政策統括官（防災担当）は、大規模災害発生時等における災害応急対策の重

要性及び緊急性並びに当該事務量が膨大となることを踏まえ、大臣官房と協

力しつつ、応急対策時における職員の組織、体制が必要十分なものとなるよ

う、その整備に努める。 

○ 政策統括官（防災担当）は、災害応急体制について、緊急的にその充実強化

を図るため、政策統括官（防災担当）付在職ＯＢの災害時活用体制の整備を

推進する。 

○ 内閣府は、災害の発生が夜間、休日である場合に備え、内閣府本府災害対策

宿日直勤務実施規程（平成 13 年内閣府訓令第 32 号）を定めるなど宿日直体

制の整備を図る。 

○ 内閣府は、「内閣府本府非常災害対策要員参集・業務実施規程」（平成 13 年

内閣府訓令第 48 号。以下「非常参集規程」という。）等を定めるとともに、

一斉情報連絡装置による非常参集情報伝達システムの整備など非常参集体

制の整備を図る。 

○ 大臣官房厚生管理官は、非常参集がより迅速かつ適切に行われるよう、内閣

府非常災害対策要員に対し、非常参集規程等に定める参集場所から徒歩圏内

の宿舎を優先的に貸与する。 

○ 内閣府各部局等は、内閣府非常災害対策要員の指定に当たっては、可能な限

り非常参集規程等に定める参集場所近傍の者を指定する。 
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２ 関係機関と連携した応急体制構築のための備え 

○ 政策統括官（防災担当）は、関係省庁と協力して、指定行政機関、指定公共

機関及び地方公共団体における出水期等の防災態勢の強化を図る。 

○ 政策統括官（防災担当）は、関係省庁と協力して、指定行政機関、指定公共

機関及び地方公共団体における降積雪期等の防災態勢の強化を図る。 

○ 政策統括官（防災担当）は、火山防災協議会の設置、火山ハザードマップや

火山防災マップの作成、噴火警戒レベルの設定、避難計画の作成等について

地方公共団体に必要な助言を行い、全国の活火山に係る防災体制の整備の推

進を図る。 

○ 政策統括官（防災担当）は、関係省庁と連携し、大規模地震等が発生した場

合において、走行中の一般車両に対する適切な規制・誘導、放置車両の円滑

な処理について、国民の理解と協力を促す等の緊急輸送の確保を図るための

備えを講じる。 

３ 活動マニュアル等の作成 

○ 政策統括官（防災担当）は、災害の規模、特性等も踏まえ、迅速かつ適切な

災害応急対応が行えるよう、関係省庁等と十分な連携を図りつつ、「緊急災

害対策本部事務局業務マニュアル」（平成 26 年３月 26 日中央防災会議主事

会議申合せ）を始め、必要な手続、手引、マニュアル等の整備を図るととも

に、実効ある訓練を行い、不断の見直し・改善を図る。 

○ 政策統括官（防災担当）は、大規模な災害が発生し、または発生のおそれが

ある場合の広域防災体制活動の手続、内容等を具体的に定める「大規模地

震・津波災害応急対策対処方針」（平成 26 年３月 27 日中央防災会議主事会

議申合せ）、「火山防災応急対策対処方針」（平成 26 年３月 26 日中央防災会

議主事会議申合せ）等について、関係省庁及び関係地方公共団体の協力を得

つつ整備、充実を図る。 

○ 政策統括官（防災担当）は、首都直下地震、南海トラフ地震等の想定される

大規模地震に対処するための消防、警察、自衛隊、ＤＭＡＴ等の応急対策活

動に当たる部隊の活動規模、緊急輸送ルート、防災拠点等を具体的に定める

計画（以下「具体計画」という。）について、関係行政機関、関係指定公共

機関及び関係地方公共団体の協力を得つつ整備・見直し・充実等を図る。 

○ 政策統括官（防災担当）は、複合災害（同時又は連続して２以上の災害が発

生し、それらの影響が複合化することにより、被害が深刻化し、災害応急対

応が困難になる事象をいう。以下同じ。）に適切に対応するため、複数の非

常本部等や原子力災害対策本部が同時期に設置された場合等における連携

方策について、可能な限り、あらかじめ具体的に定めるとともに、訓練等を
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通じて、必要に応じ体制の改善に努める。現地対策本部についても同様とす

る。 

○ 政策統括官（防災担当）は、オールハザードアプローチの考え方に立ちつつ、

想定外の事象を含む各般の災害の発生等に対し、迅速かつ適切に災害対策が

実施されるよう、また、大規模災害等においては、多種多様な活動主体が効

果的かつ効率的な連携による対応が行われるよう、ガイドラインの作成など

災害対応活動等の標準化を推進する。これに関連して、各種計画、マニュア

ル等の見直し、整備を検討していく。 

４ 通信・情報システム等の整備 

(1) 連絡通信の確保 

○ 政策統括官（防災担当）は、通信輻輳時に備え、防災関係部署に配備す

る電話については、災害時優先電話の指定を受ける。 

○ 政策統括官（防災担当）は、携帯電話を内閣府非常災害対策要員のうち

必要な者に配備する。配備された者は常時これを携帯する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、非常参集のための一斉情報連絡装置の維持・

管理を行う。 

○ 政策統括官（防災担当）は、情報先遣チームの情報収集活動を支援する

ため、携帯用の無線機器、情報伝送システム等装備の充実を推進する。 

(2) 中央防災無線網の整備 

○ 政策統括官（防災担当）は、中央防災無線網の整備により、関係省庁等

との連絡が相互に迅速かつ確実に行えるよう、情報通信のネットワーク

化を推進する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、被災現地の情報が内閣総理大臣官邸（以下

「官邸」という。）及び非常本部等を含む防災関係機関に伝達されるよう、

中央防災無線網の整備・拡充等伝送路の確保に努める。 

○ 中央防災無線網の整備、維持・管理に当たっては、次の点に留意する。 

・ 災害時における通信を確保するための保守・運用体制を整備する。 

・ ネットワーク化の際、他機関設置のネットワークとの連携について配慮

する。 

・ 伝送路の二重化、ループ化又は異なる手段による通信系の整備を推進す

るとともに、主要な装置の二重化を図る。 

・ 地上系の無線設備の被災に備え、可搬型の衛星系無線の整備によるバッ

クアップ回線の整備を推進する。 

・ 画像を始めとする大容量データの通信を可能とする大容量通信ネット

ワークの体系的な整備を図る。 



 

－ 11 － 

・ 通信輻輳時及び途絶時を想定した実践的通信訓練を定期的に実施する。 

・ 平時より非常通信協議会と必要な情報交換を行う。 

(3) 情報通信システムの整備 

○ 政策統括官（防災担当）は、平常時より、防災関連情報の収集、蓄積に

努めるとともに、総合的な防災情報を網羅したデータバンクの整備及び

防災マップの作成等に努める。 

○ 政策統括官（防災担当）は、気象情報システム、衛星通信、インターネ

ットの活用などにより、多様な災害関連情報を収集する体制の整備に努

める。 

○ 政策統括官（防災担当）は、人工衛星及び警察庁、消防庁、海上保安庁、

防衛省等のヘリコプター等による被災現地の画像情報を利用できる体制

を整備する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、各種の防災情報を可能な限り地理空間情報

を活用した総合防災情報システムに反映させ、国が横断的に共有すべき

防災情報の集約、共有化を図るとともに、初動対応始め迅速かつ適切な

災害対応に活用できるよう、整備を進める。その際、関係機関が保有す

る情報システムとの連携、情報共有に留意する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、中央合同庁舎第８号館の被災時に備え、総

合防災情報システムのバックアップ拠点を整備するとともに、被災時に

は迅速にバックアップ拠点による運用に移行できるよう、平時からの適

切な運用管理を行う。 

○ 内閣府各部局等は、その保有する情報・データ等のうち、防災対策上必

要な情報等については、集約、整理し、災害時の対応に資する。 

５ 防災中枢、現地対策本部等の確保・充実 

(1) 防災中枢機能の維持、確保 

○ 政策統括官（防災担当）は、防災中枢機能の維持、確保を図るため、内

閣官房及び大臣官房と連携し、政府業務継続計画及び内閣府本府業務継

続計画の推進を図る。 

○ 政策統括官（防災担当）は、首都地域における大規模な地震等の発生に

備え、立川広域防災基地内の災害対策本部予備施設の充実及び機能の維

持に努める。 

○ 政策統括官（防災担当）は、中央合同庁舎第８号館及び立川災害対策本

部予備施設において、物資の供給が相当困難な場合を想定し、緊急災害

対策本部員等用の食料、飲料水等の適切な備蓄及び調達体制を整備する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、首都地域において大規模な地震等が発生し
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た場合の広域的な災害対策活動を円滑に行うため、関係省庁と連携し、

東京湾臨海部基幹的広域防災拠点（有明の丘地区及び東扇島地区）の充

実及び維持に努めるとともに、同拠点を中心に、各拠点の役割分担を明

確にするほか、東京湾臨海部基幹的広域防災拠点が、所期の機能を発揮

できるよう、適切な運営体制を確立する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、首都地域での災害対応が困難となる場合を

想定し、その代替拠点の在り方等について検討を進める。 

(2) 現地対策本部、広域防災拠点等の整備 

○ 政策統括官（防災担当）は、想定される大規模地震が発生した場合にお

ける現地対策本部設置予定施設の通信機能等の整備・充実を図る。 

○ 政策統括官（防災担当）は、全国的な応急活動体制構築の観点から、応

援部隊の集結・進出、広域医療搬送又は広域物資輸送等の機能を有する

大規模な広域防災拠点等について、具体計画においてあらかじめ明確に

しておく。 

○ 政策統括官（防災担当）は、国及び地方公共団体等が協力して大規模な

地震等の災害に対処するための防災拠点の整備のあり方について、関係

機関と連携して検討を行う。 

６ 救助法に係る防災体制の整備 

○ 政策統括官（防災担当）は、都道府県に対し、当該都道府県の救助法施行細

則、救助法の実施体制等について随時情報提供を求め、必要に応じ、助言を

行う。 

○ 政策統括官（防災担当）は、都道府県の災害救助担当者に対し、災害救助に

関する知識を高め、担当職員としての適切な行動がとれるよう、災害救助業

務の周知徹底等を図る。 

○ 政策統括官（防災担当）は、都道府県の災害救助基金の積立状況を把握する。 

７ 被災者等への的確な情報伝達活動 

○ 政策統括官（防災担当）は、発災後の経過に応じて被災者等が必要とする情

報を整理する。 

○ 政策統括官（防災担当）及び大臣官房政策評価広報課は、防災情報提供窓口

を集約し、総合的に提供する防災情報ポータルサイト等による被災者等への

情報提供の体制を整備する。 

○ 政策統括官（防災担当）及び大臣官房政策評価広報課は、首都直下地震、南

海トラフ地震等の想定される大規模地震発生時に、我が国の経済社会の状況

や被害等について正確な事実を国内外に向けて発信するため、あらかじめ広

報計画を作成するなどの備えを講じる。 
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○ 政策統括官（防災担当）は、関係省庁等と連携し、都道府県及び市町村が、

発災時に住民等から照会があった場合に被災者の安否情報の提供を円滑に

行うことができるよう、平常時から、必要な情報収集の方法、システムを活

用するに当たっての留意事項等に関して、必要な助言等を行う。 

８ 防災訓練、人材育成の推進 

○ 内閣府は、内閣府非常災害対策要員等を対象とした非常参集訓練、情報伝達

訓練等を行う。 

○ 政策統括官（防災担当）は、指定行政機関、指定公共機関、地方公共団体等

と連携し、大規模な地震、津波等を想定した防災訓練を積極的に実施すると

ともに、訓練終了後速やかに訓練の評価を行い、課題等を明らかにし、必要

に応じ体制等の改善を図る。 

○ 政策統括官（防災担当）は、防災訓練の実施に当たっては、次の点に留意す

る。 

・  訓練実施のための状況設定及び被害想定並びに応急対策として講ずる

べき事項（シナリオ）は、実践的かつ起こり得る最悪の事態を想定する。 

・  訓練の準備段階で、国を含めた参加主体がそれぞれの役割を確認しつ

つ、協力して問題点等の抽出・発見に努め、実効性を検証する。 

・  訓練の方法は、実動訓練、参加者に判断を行わせる図上訓練等、実際

の判断・行動を伴う方式により実施する。 

・  相互補完性を高めていくため、国と地方公共団体などの様々な主体に

よる連携や、在日米軍等との国際的な連携の枠組みにより、多数の主体

が参加する訓練の実施に努める。 

・  男女共同参画の視点や、高齢者、障害者、難病患者等の要配慮者の視

点を取り入れ、要配慮者本人の参加を得て避難所への避難誘導訓練等を

行うことに努める。 

・  訓練終了後には、訓練の客観的な分析・評価を行い、災害応急体制に

適切に反映させる。 

・  防災担当者のみならず、組織の幹部を含め、座学と実動の両面から災

害対応に必要な知識や技能を習得する研修等を防災訓練に先立って実

施し、その成果を訓練で確認・検証するよう努める。 

○ 政策統括官（防災担当）は、地方公共団体等が実施する広域的な防災訓練に

おいて、国と地方が連携し実施する必要がある情報収集・伝達訓練等につい

て、可能な範囲で訓練に協力する。また、各地域や業界等で実施される防災

訓練に積極的に参画し、地方公共団体や公共機関、ライフライン・インフラ

事業者等の防災関係機関等との協力・連携体制の構築を図る。 
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○ 政策統括官（防災担当）は、住民の防災訓練への積極的な参加や防災意識の

向上を促進させ、また、地域、学校、職場等における幅広い層が参加した訓

練の実施やその内容の充実が図られるよう、報道機関等と連携しつつ、防災

訓練に関する広報の充実に努める。さらに、地方公共団体等における防災研

修、訓練等の充実に資するよう、マニュアルや教材等の提供に努める。 

○ 政策統括官（防災担当）は、国及び地方公共団体の職員等に対し、災害対策

本部運営の中枢的役割を担う人材や、災害対応に専門的に従事する人材の育

成を行う。この際、首長、職員等の防災対応能力を高めるために、内閣府で

地方公共団体の職員が実際に業務を経験しながら行う研修、東京湾臨海部基

幹的広域防災拠点（有明の丘地区）で行う研修、各地域で行う地域特性を踏

まえた研修等により、緊急事態に的確かつ迅速に対処できる人材を育成する

とともに、国と地方とが一体となった災害対応を行うためのネットワークを

形成するよう実施する。 

９ 海外からの支援の受入れ体制整備 

○ 政策統括官（防災担当）は、関係省庁と連携して、海外からの支援の受入れ

可能性のある分野について検討し、受入判断、受入手続、人員・物資のマッ

チング方法など、その対応方針を関係省庁と協力して定める。 

○ 政策統括官（防災担当）は、災害時における海外からの支援の受入れの可否

の判断及び受入れの実施が円滑に行われるよう、関係省庁と協力して、海外

からの支援機関について、即座に到着が可能であるか、被災地等に過大な負

担をかけさせない自己完結型であるか等をあらかじめ調査し、その情報の蓄

積を図る。 

○ 政策統括官（防災担当）は、関係省庁等と協議し、災害時における在日米軍

の災害活動支援受入れのために必要な調整等に係る国内の体制等について、

あらかじめ定める。 

10 災害復旧・復興への備え 

○ 政策統括官（防災担当）は、迅速かつ円滑な災害復旧・復興に資するため、

被災者支援、住民のコンセンサスの形成、経済効果のある復興施策、企業の

自立復興支援方策、復興過程における住民の精神保健衛生、復興資金の負担

のあり方等災害復興対策についての調査・研究を行う。 

○ 政策統括官（防災担当）は、迅速かつ円滑な災害復旧・復興に資するため、

被災地方公共団体が復興計画を作成するための指針となる復旧・復興ハンド

ブックの整備を進める。また、東海地震等あらかじめ大規模災害が予想され

ている場合について、事前復興計画の作成、復興シミュレーションの実施に

ついて調査・研究を行う。 
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第３節 地方公共団体の防災体制整備の推進 

○ 政策統括官（防災担当）は、消防庁等関係省庁と連携して、地域防災計画の

作成及びその推進等の充実強化が図られるよう、地方公共団体の防災体制整

備に資する以下のようなガイドライン等を作成するとともに、必要に応じ見

直しを行う。 

① 地震発災時等における地方公共団体の業務継続の手引とその解説 

② 地方都市等における地震対応のガイドライン 

③ 住民避難に関するガイドライン等 

・ 避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン 

・ 避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針 

・ 津波・高潮ハザードマップマニュアル 

・ 津波避難ビル等に係るガイドライン 

・ 噴火時等の避難に係る火山防災体制の指針 

・ 噴火時等の具体的で実践的な避難計画策定の手引 

・ 火山防災マップ作成指針 

④ 避難所における良好な生活環境の確保に向けた取組指針 

⑤ 災害に係る住家の被害認定基準運用指針 

⑥ 地区防災計画ガイドライン 

○ 政策統括官（防災担当）は、地方公共団体間の応援体制が適切に構築される

よう、必要な助言等を行う。 

○ 政策統括官（防災担当）は、市町村における避難行動要支援者名簿の作成及

びその避難支援等関係者との共有が平常時から適切に行われるよう、必要な

助言等を行う。 

○ 政策統括官（防災担当）は、都道府県に対し、平常時より、応急仮設住宅建

設用地や利用可能な公営住宅等の把握に努め、発災時に速やかに救助法によ

る応急仮設住宅の供与ができるよう、また、救助物資を備蓄するとともに、

それらが迅速に提供されるよう、防災体制の整備について必要な助言等を行

う。 

○ 政策統括官（防災担当）は、市町村において、発災時に罹災証明書の交付及

び被災者台帳の作成・活用が速やかに行われるよう、平常時から作成及び運

用に係るルールの策定、横断的な組織の構築等を行うことについて必要な助

言等を行う。 

第４節 企業防災等の推進 

○ 政策統括官（防災担当）は、関係省庁と連携し、指定公共機関の防災業務が

より国・地方公共団体等と一体的、効果的かつ効率的に実施されるよう、防
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災業務計画の作成及びその推進等について、協力関係の強化を図る。 

○ 政策統括官（防災担当）は、国及び地方公共団体と企業等との間での協定締

結の促進に努める。特に、民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務（被

災情報の整理、支援物資の管理・輸送等）については、民間事業者のノウハ

ウや能力等を活用できるよう協定の締結を促進する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、企業等が災害時に果たす役割（生命の安全確保、

二次災害の防止、事業の継続、地域貢献・地域との共生）を十分に認識する

よう、防災意識の高揚を図る。 

○ 政策統括官（防災担当）は、災害時に重要業務を継続するための事業継続計

画（ＢＣＰ）の作成、実施・運用、教育、訓練、評価、見直し等の一連の活

動（事業継続マネジメント：ＢＣＭ）が企業経営の一環として実施されるこ

とを通じて、企業防災の推進を図るため、ガイドラインの作成、普及啓発等

を推進する。特に、企業間取引等のサプライチェーンの確保の重要性にかん

がみ、その取組を促進する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、企業の防災活動に資する情報提供等を進めると

ともに、企業防災分野の進展に伴って増大することになる事業継続計画（Ｂ

ＣＰ）作成支援、事業継続マネジメント（ＢＣＭ）構築支援等の高度なニー

ズにも的確にこたえられるよう、企業支援の在り方や企業評価の仕組み等に

ついて検討を行う。 

第５節 国民の防災活動の推進と普及啓発 

１ 国民の防災活動の推進 

(1) 住民等の備蓄、自主的な防災活動等の推進 

○ 政策統括官（防災担当）は、食料・飲料水等の備蓄、耐震補強、家具等

の転倒防止対策等家庭において実施できる予防・安全対策、適切な避難、

一般車両の利用自粛などの災害時にとるべき行動について、テレビ、新

聞、雑誌等の報道機関等や防災関連行事や啓発のためのパンフレット、

ホームページ等を通じて、普及、啓発を行う。 

○ 政策統括官（防災担当）は、住民が緊急地震速報を受けたときの適切な

対応行動を含め、関係省庁と連携しながら緊急地震速報について普及、

啓発に努める。 

○ 政策統括官（防災担当）は、首都地域を始めとする大都市圏において大

規模な地震が発生した場合に想定される膨大な避難者、帰宅困難者への

対応として、被災者の被災地外への疎開・帰省の奨励等の避難所への避

難者を減らす対策や、被災地域での自活のための最低でも３日間、可能

な限り１週間分程度各家庭において食料等の備蓄をすることの奨励等を
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行うとともに、「むやみに移動を開始しない」という帰宅困難者に対する

基本原則や安否確認手段について平常時から積極的に広報する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、特に津波については個人の避難行動が重要

であるため、津波の危険や避難方法等について、広く啓発する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、竜巻の予兆現象と具体の退避行動を住民が

容易に理解できるよう、竜巻注意情報の活用等を含め積極的に広報する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、住民による災害教訓の伝承を促進するとと

もに、関係省庁及び地方公共団体と協力し、災害教訓の伝承の重要性に

ついて啓発を行うほか、大規模災害に関する調査分析結果や映像を含め

た各種資料の収集・保存・公開等により、住民による災害教訓を伝承す

る取組を促進する。 

(2) 住民等による地区内の防災活動の推進 

○ 政策統括官（防災担当）は、消防庁と連携し、市町村内の一定の地区の

住民等による防災訓練の実施、物資等の備蓄、高齢者等の避難支援体制

の構築等自発的な防災活動を促進する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、「地区防災計画ガイドライン」の作成等によ

り、市町村の地区居住者等による当該地区における自発的な防災活動に

関する計画作成や災対法に基づく市町村防災会議への地区防災計画の提

案等を促進する。 

(3) 防災ボランティア活動の環境整備 

○ 政策統括官（防災担当）は、関係省庁、地方公共団体、公共機関、諸団

体等と協力し、災害発生時におけるボランティア活動や自主的な防災活

動の重要性に対する国民の認識を一層深め、災害の備えの充実強化を図

るため、「防災とボランティアの日」及び「防災とボランティア週間」の

機会等を活用して、国民に身近な普及啓発活動を行う。 

○ 政策統括官（防災担当）は、関係省庁及び地方公共団体と協力し、平常

時から、ＮＰＯ等のボランティア団体の活動支援、リーダーの育成等を

推進し、国及び地方公共団体と防災ボランティアとの連携が図られるよ

う努める。 

○ 政策統括官（防災担当）は、関係省庁及び地方公共団体と協力し、ボラ

ンティアの自主性を尊重しつつ、日本赤十字社、社会福祉協議会等やボ

ランティア団体との連携を図り、災害時において防災ボランティア活動

が円滑に行われるよう、その活動環境の整備を図る。その際、平常時の

登録、研修制度、災害時における防災ボランティア活動の受入れや調整

を行う体制、防災ボランティア活動の拠点の確保、活動上の安全確保、
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被災者ニーズ等の情報提供方策等について、地方公共団体等と防災ボラ

ンティアとが連携し、円滑な活動が展開できるよう、必要な助言その他

の支援を行う。 

○ 政策統括官（防災担当）は、関係省庁、関係ＮＰＯ等と協力し、海外等

からのＮＰＯ等からの支援について、発災前にあらかじめ個々の支援機

関について調査し、その情報の蓄積を図るよう努めるとともに、その円

滑な受入れ方策について、検討を進める。 

(4) 国民運動の展開、防災思想の普及、徹底 

○ 政策統括官（防災担当）は、行政、民間、地域等多様な主体によって行

われている防災の取組について、その効果が最大限発揮されるよう、国

民運動の推進の基本的な枠組みを構築する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、自らの身の安全は自らが守る「自助」、地域

や身近にいる人どうしが助け合う「共助」が必要であることにかんがみ、

関係省庁、地方公共団体、公共機関、諸団体等と協力し、「防災の日」や

「津波防災の日」等における各種の防災関連行事等を通じ、個人や家庭、

地域、企業、団体等社会の様々な主体が連携して日常的に減災のための

行動と投資を息長く行う国民運動を展開することを推進する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、各地域の有識者や団体の間で情報の共有や

情報交換が活発に行われ、お互いの活動を支援するまでに発展させるこ

とが出来るようになることを目標として、減災に関する国民運動のノウ

ハウの蓄積及び活用が図られる仕組み作りを行う。 

○ 政策統括官（防災担当）は、関係省庁、公共機関及び地方公共団体と協

力し、教育機関、民間団体等との密接な連携の下、防災に関するテキス

トやマニュアルの配布、有識者による研修や講演会、実地研修の開催等

による防災教育を推進する。  

○ 政策統括官（防災担当）は、我が国のおかれた自然条件、これによりも

たらされる災害等について国民の正しい理解を得るためのパンフレッ

ト・映像・ゲーム等を作成し、国民の防災知識の向上に努める。 

○ 政策統括官（防災担当）は、防災知識の普及に当たっては、高齢者、障

害者、外国人、乳幼児、妊産婦等の要配慮者に十分配慮し、避難行動要

支援者名簿の整備も含め、地域において要配慮者を支援する体制が整備

されるよう努めるとともに、被災時の男女のニーズの違い等男女双方の

視点に十分配慮するよう努める。 
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第２章 災害応急対策 

○ 内閣府は、国民の生命、身体、財産又は国土に重大な被害が生じ、又は生じ

るおそれがある緊急事態に対しては、「緊急事態に対する政府の初動対処体

制について」（平成 15 年 11 月 21 日閣議決定）、「緊急事態発生時における閣

僚の参集等の対応について」（平成 15 年 11 月 21 日閣議了解）等政府の定め

る初動対処方針により、政府一体となった初動対処体制において行動する。 

○ 自然災害発生時等における対応体制については、上記によるほか、別に定め

る「自然災害に対する政府及び内閣府における対応体制について」（平成 25

年９月１日内閣府特命担当大臣（防災）決定）による。 

○ 大規模地震・津波災害への対応については、上記によるほか、別に定める「大

規模地震・津波災害応急対策対処方針」により、地震発生後、被害状況が明

らかでない初期段階から、速やかに当該対処方針に基づき、広域の防災対策

を推進する。 

○ 火山災害への対応については、上記によるほか、別に定める「火山防災応急

対策対処方針」により、火山災害が発生するおそれがある段階から、速やか

に当該対処方針に基づき、広域の防災対策を推進する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、次の事故災害については、主務官庁である当該

事故に関する安全規制を担当する省庁と連携し、災害対策全般を総合的に所

管する立場から、事故災害対策に関与する。 

① 海上災害（国土交通省、海上保安庁） 

② 航空災害（国土交通省） 

③ 鉄道災害（国土交通省） 

④ 道路災害（国土交通省） 

⑤ 危険物等災害 

・ コンビナート関係（消防庁） 

・ 毒物、劇物関係（厚生労働省） 

・ 高圧ガス、火薬類関係（経済産業省） 

⑥ 大規模な火事災害（消防庁） 

⑦ 林野火災（消防庁） 

⑧ その他大規模事故災害 

※（ ）内は、安全規制担当省庁。 

第１節 発災直後の情報の収集・連絡及び通信の確保 

１ 災害情報の収集・連絡 

○ 政策統括官（防災担当）は、災害の発生するおそれ又は発生したとの災害情
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報を気象庁等から入手したときは、速やかに、内閣府関係者に連絡する。 

○ 内閣府宿日直員は、災害の発生が休日、夜間である場合には、別に定める「内

閣府本府災害対策宿日直要領」（平成 13 年１月６日内閣府政策統括官（防災

担当）決定）により、被害情報等の収集、連絡を行う。 

○ 政策統括官（防災担当）は、災害発生後、直ちに中央防災無線網の機能確認

を行うとともに、支障が生じた施設については早急に復旧対策を講じる。ま

た、必要な通信要員を確保する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、自らの回線による災害情報連絡回線の確保が困

難であると認められる場合は、総務省、非常通信協議会等を通じ必要な回線

の確保に努める。 

○ 政策統括官（防災担当）は、非常本部等を設置する際は、必要に応じ、中央

防災無線の臨時回線の設定を行う。 

○ 政策統括官（防災担当）は、総合防災情報システムの活用等により被害の早

期評価及び関係機関との災害関係情報の共有を行う。 

２ 参集、応急体制の構築 

○ 政策統括官（防災担当）は、非常参集規程等による参集の対象となる災害事

案が発生したことを覚知したときは、速やかに内閣府関係者に連絡する。 

○ 内閣府非常災害対策要員は、非常参集規程等による参集の対象となる災害事

案を覚知したときは、同規程等により、直ちに参集し、非常参集時における

業務分担に基づき、業務に従事する。 

○ 南関東地域において震度６弱以上の地震が発生したときの、本部要員、事務

局要員等の参集については、「南関東地域の大規模な地震発生後の非常参集

時における自衛隊ヘリコプターの利用等について」（平成 13 年５月 25 日中

央防災会議主事会議申合せ）による。 

○ 参集者のうち職位の上位者は、非常参集により体制が整うまでの間の対応の

責任者となり、参集者全体に対し業務の分担、優先順位等必要な判断、指示

を行う。 

○ 防災を担当する内閣府審議官は政策統括官（防災担当）の所掌事務を、大臣

官房総括審議官は大臣官房審議官（防災担当）の所掌事務を、応急体制確保

等のため必要な範囲で中央合同庁舎第８号館において行う。また、大臣官房

は、応急体制確立等のため、内閣府部局間の調整を行う等必要な支援を行う。 

○ 内閣府非常災害対策要員のうち、非常本部等の本部員、事務局長、事務局次

長及び事務局員予定者は、非常本部等が設置された場合は、別に定める「災

害緊急事態の布告、対処基本方針の決定、緊急災害対策本部の設置及び非常

災害対策本部の設置等について」（平成 12 年 12 月 14 日中央防災会議主事会
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議申合せ。以下「災害緊急事態の布告等に関する申合せ」という。）及び「緊

急災害対策本部事務局業務マニュアル」による分野別の班編成に基づき、引

き続き災害対策に関する活動に従事する。 

○ 初動期における優先業務の内容、順位の目安は、以下のとおりとする。  

① 中央防災無線等の通信機能及び防災会議室の確認  

② 被害状況等の情報収集、被害規模の把握  

③ 収集、把握した情報の関係者、関係省庁等への連絡  

④ 緊急災害対策本部、非常災害対策本部及び現地対策本部の設置準備  

⑤ 応急対策の検討、実施  

⑥ 広報対応 

第２節 防災に関する組織の設置等 

１ 内閣府情報連絡室 

○ 政策統括官（防災担当）付参事官（災害緊急事態対処担当）は、気象状況等

に即応して、より早期に情報収集体制を強化するため、内閣府情報連絡室を

設置する。 

○ 内閣府情報連絡室は、気象状況等の情報収集を迅速に行うとともに、状況に

応じ、実動省庁及びライフライン関係省庁に対して、気象庁等からの情報を

送付し、注意喚起をする。 

２ 内閣府情報対策室 

○ 政策統括官（防災担当）付参事官（災害緊急事態対処担当）は、気象庁が発

表する警報、注意報等から災害が発生する可能性が高いと判断される場合や

災害の発生等により、被害情報等の収集・連絡活動のため必要があるときは、

内閣府情報対策室を設置する。 

○ 内閣府情報対策室は、被害情報、応急対策活動情報等について、指定行政機

関、指定公共機関、地方公共団体等から収集する。また、収集した被害情報、

応急対策活動情報等を共有するために、官邸（内閣情報集約センター）、指

定行政機関、指定公共機関及び地方公共団体に連絡する。なお、指定公共機

関及び地方公共団体との間の情報の収集又は連絡に当たっては、直接又は指

定行政機関を通じてを行う。 

○ 内閣府情報対策室は、政策統括官（防災担当）付参事官（総括担当）と連携

し、被害情報等を補完するため、状況に応じて、ソーシャルメディアを含む

民間メディアからの情報についても収集・整理・分析し、活用を図るものと

する。 

○ 政策統括官（防災担当）付参事官（災害緊急事態対処担当）は、関係省庁が

ヘリコプターテレビシステム等画像情報を運用している場合には、必要に応
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じ、官邸及び関係省庁への画像中継・配信を実施する。また、必要な場合に

は、自ら画像情報の収集を行い、官邸及び関係省庁への画像中継・配信を実

施する。 

○ 政策統括官（防災担当）付参事官（総括担当）は、内閣府情報対策室と連携

し、公表資料の取りまとめを行うとともに、報道機関等の照会に対応する。 

３ 内閣府災害対策室 

○ 政策統括官（防災担当）は、大規模な災害の発生等により、災害応急対策等

のため必要があるときは、内閣府災害対策室を設置する。 

○ 内閣府災害対策室が設置された場合には、内閣府非常災害対策要員は、非常

参集規程等による非常参集時における業務分担等に基づき、業務に従事する。 

○ 内閣府災害対策室が設置された場合において内閣府情報対策室が設置され

ているときは、当該対策室は廃止されるものとし、内閣府災害対策室がその

業務を承継する。 

４ 関係省庁災害警戒会議、関係省庁災害対策会議の開催等 

○ 政策統括官（防災担当）は、災害が発生し、又は災害が発生する恐れがある

場合において、関係省庁間における、警戒体制及び被害情報等の確認・共有

化、応急対策の調整等を行うため、必要に応じ、別に定める「関係省庁災害

警戒会議及び関係省庁災害対策会議設置要綱」（平成 25 年４月１日内閣府政

策統括官（防災担当）決定）により、関係省庁災害警戒会議又は関係省庁災

害対策会議を開催する。 

○ 大規模な事故災害が発生し、安全規制担当省庁が関係省庁連絡会議を開催す

る場合には、政策統括官（防災担当）付参事官（災害緊急事態対処担当）又

は同参事官が指名する者が出席する。 

５ 非常本部等の設置等 

○ 内閣府は、大規模災害が発生等した場合には、非常本部等の設置等に関する

事務を迅速かつ適切に行う。 

○ 内閣府は、複合災害が発生し、非常本部等及び原子力災害対策本部等が複数

設置される場合は、関係省庁と連携・調整を図りつつ、本部会議の一体的開

催、事務局運営の密接な連携の確保・統合的運用等を図る。 

(1) 非常災害対策本部の設置等 

○ 防災担当大臣は、非常災害が発生した場合において、災害応急対策を推

進するため特別の必要があると認めるときは、直ちに、非常災害対策本

部の設置について、内閣総理大臣に判断を仰ぐ。 

○ 政策統括官（防災担当）は、内閣総理大臣により、非常災害対策本部設

置の方針が決定されたときは、速やかに、別に定める「災害緊急事態の
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布告等に関する申合せ」、「非常災害対策本部の設置及び廃止の手続に関

する要領」（昭和 63 年６月 10 日内閣府政策統括官（防災担当）決定）等

により、本部設置等の手続を進める。 

○ 非常災害対策本部の本部員、事務局長、事務局次長及び事務局員予定者

等は、本部設置方針が決定されたときは、直ちにその任に当たるべく活

動を開始する。 

○ 事故災害における非常災害対策本部の設置等については、次の関係省庁

申合せによる。 

・ 海上災害発生時における非常災害対策本部等の設置等について 

（船舶からの危険物等の大量流出等以外の場合） 

・ 海上災害発生時における非常災害対策本部等の設置等について 

（船舶からの危険物等の大量流出等の場合） 

・ 海上災害に係る「警戒本部等の設置等について」 

・ 航空災害発生時における非常災害対策本部等の設置等について 

・ 鉄道災害発生時における非常災害対策本部等の設置等について 

・ 道路災害発生時における非常災害対策本部等の設置等について 

・ 危険物災害発生時における非常災害対策本部等の設置等について 

（石油コンビナート等特別防災区域以外において発生した場合） 

・ 危険物災害発生時における非常災害対策本部等の設置等について 

（石油コンビナート等特別防災区域において発生した場合） 

・ 危険物災害発生時における非常災害対策本部等の設置等について 

（毒物又は劇物に係る災害が発生した場合） 

・ 危険物災害発生時における非常災害対策本部等の設置等について 

（高圧ガス又は火薬類に係る災害が発生した場合） 

・ 大規模な火事災害発生時における非常災害対策本部等の設置等につい

て 

・ 林野火災時における非常災害対策本部等の設置等について 

(2) 災害緊急事態の布告、緊急災害対策本部の設置等 

○ 防災担当大臣は、著しく異常かつ激甚な非常災害が発生した場合におい

て、災害応急対策を推進するため特別の必要があると認めるときは、直

ちに、緊急災害対策本部の設置について、内閣総理大臣に判断を仰ぐ。

また、非常災害が発生し、当該災害が国の経済及び公共の福祉に重大な

影響を及ぼすべき異常かつ激甚なものである場合において、災害応急対

策を推進し、国の経済の秩序を維持し、その他当該災害に係る重要な課

題に対応するため特別の必要があると認めるときは、直ちに、災害緊急
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事態の布告及び緊急災害対策本部の設置について、内閣総理大臣に判断

を仰ぐ。 

○ 政策統括官（防災担当）は、内閣総理大臣により、災害緊急事態の布告

又は緊急災害対策本部設置の方針が決定されたときは、速やかに、別に

定める「災害緊急事態の布告等に関する申合せ」、「緊急災害対策本部の

設置及び廃止並びに災害緊急事態の布告及びその廃止の手続に関する要

領」（昭和 63 年６月 10 日内閣府政策統括官（防災担当）決定）、「緊急災

害対策本部事務局業務マニュアル」等により、本部設置等の手続を進め

る。 

○ 緊急災害対策本部及び事務局の設置場所は、原則として官邸内（事務局

にあっては官邸及び中央合同庁舎第８号館内）とする。ただし、官邸が

被災により使用不能である場合には、 

① 中央合同庁舎第８号館内 

② 防衛省（中央指揮所）内 

③ 立川広域防災基地（災害対策本部予備施設）内 

の順序で被災状況等を勘案して定める。 

○ 政策統括官（防災担当）は、南関東地域で大規模な地震等が発生したと

きは、防災会議室、ライフライン等の状況を速やかに把握し、緊急災害

対策本部設置場所等について、「立川災害対策本部予備施設への移動に関

する要領」（平成８年１月 24 日内閣府政策統括官（防災担当）決定）等

により、内閣官房（内閣官房副長官補（事態対処・危機管理担当））と連

絡調整を図る。 

○ 非常本部等の本部員、事務局長、事務局次長、事務局員予定者等は、本

部設置方針が決定されたときは、直ちにその任に当たるべく活動を開始

する。  

○ 政策統括官（防災担当）は、災害緊急事態の布告の方針が決定されたと

きは、災害緊急事態の対処に関する基本的な方針の作成について必要な

手続を開始する。 

６ 現地派遣、現地対策本部設置等 

○ 政策統括官（防災担当）は、大規模な災害等が発生したときは、別に定める

「情報先遣チーム派遣要領」（平成 13 年１月６日内閣府政策統括官（防災担

当）決定）により、現地情報の収集、現地対策本部の設置準備等の活動を行

う情報先遣チームを直ちに派遣する。  

○ 情報先遣チームは、あらゆる方法を駆使して速やかに現地入りする。 

○ 政策統括官（防災担当）は、政府調査団の派遣が決定された場合は、速やか
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に、別に定める「政府調査団の派遣手順」（平成 13 年１月６日内閣府政策統

括官（防災担当）決定）及び「政府調査団の派遣に係る業務要領」（平成 13

年１月６日内閣府政策統括官（防災担当）決定）により派遣準備を行う。  

○ 政策統括官（防災担当）は、非常本部等の設置に至らない災害において、迅

速かつ効果的な災害対策を推進するため必要がある場合は、国の現地組織を

速やかに設置する。設置の詳細は、別途「自然災害時に設置する国の現地組

織に関する要領」（平成 26 年３月 26 日中央防災会議主事会議申合せ）及び

「自然災害時に設置する国の現地組織に係る設置手順」（平成 26 年４月１日

内閣府政策統括官（防災担当）決定）に定める。 

○ 政策統括官（防災担当）は、現地対策本部の設置の方針が決定されたときは、

別に定める「現地対策本部の設置及び運営等について」（平成 12 年 12 月 14

日中央防災会議主事会議申合せ）、「現地対策本部の設置及び廃止の手続に関

する要領」（平成８年８月 30 日内閣府政策統括官（防災担当）決定）及び「現

地対策本部業務マニュアル」（平成 21 年３月 13 日内閣府政策統括官（防災

担当）決定）により、設置手続を開始する。  

○ 事故災害における現地対策本部の設置、運営等については、次の関係省庁申

合せによる。 

・ 海上災害発生時における現地対策本部の設置及び運営等について 

（船舶からの危険物等の大量流出等以外の場合） 

・ 海上災害発生時における現地対策本部の設置及び運営等について 

（船舶からの危険物等の大量流出等の場合） 

・ 航空災害発生時における現地対策本部の設置及び運営等について 

・ 鉄道災害発生時における現地対策本部の設置及び運営等について 

・ 道路災害発生時における現地対策本部の設置及び運営等について 

・ 危険物災害発生時における現地対策本部の設置及び運営等について 

（石油コンビナート等特別防災区域以外において発生した場合） 

・ 危険物災害発生時における現地対策本部の設置及び運営等について 

（石油コンビナート等特別防災区域において発生した場合） 

・ 危険物災害発生時における現地対策本部の設置及び運営等について 

（毒物又は劇物に係る災害が発生した場合） 

・ 危険物災害発生時における現地対策本部の設置及び運営等について 

（高圧ガス又は火薬類に係る災害が発生した場合） 

・ 大規模な火事災害発生時における現地対策本部の設置及び運営等につい

て 

・ 林野火災時における現地対策本部の設置及び運営等について 
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○ 政策統括官（防災担当）は、事故災害において、被災現地の状況を把握し、

応急対策の迅速かつ的確な実施等に資するため、担当者よりなる調査団が現

地に派遣されるときは、必要に応じ担当官を派遣する。 

第３節 被災者・国民への的確な情報伝達活動 

○ 政策統括官（防災担当）は、被災者・国民に対し、災害の状況、それぞれの

機関が講じている施策に関する情報等を、ホームページやＳＮＳ（ソーシャ

ルネットワークサービス）、報道機関等を通じ、可能な限り、提供し、情報

の共有を図る。 

○ 政策統括官（防災担当）は、災害の状況、それぞれの機関が講じている施策

に関する情報等を、報道機関等を通じて被災者等に正確かつわかりやすく公

表する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、都道府県及び市町村が、住民等から照会を受け

た際に、被災者の安否情報の提供を円滑に行うことができるよう、必要な助

言等を行う。 

第４節 災対法による対応 

○ 政策統括官（防災担当）は、災対法に係る次の規定に関する事務を迅速かつ

適切に行う。 

・ 気象庁から特別警報の発表があるなど非常災害が発生し、又は発生する

おそれがある場合において、避難のため緊急の必要があると認めるとき

に、別に定める「災害対策基本法第 51 条の２（非常災害時における国民

への周知措置）の運用について」（平成 25 年８月 29 日内閣府政策統括官

（防災担当）決定）により内閣総理大臣、官房長官又は防災担当大臣が

行う国民に対する周知（51 条の２関係） 

・ 非常災害である場合又は都道府県が災害情報の報告ができなくなった場

合における災害情報の収集（53 条関係） 

・ 市町村長から避難又は安全確保措置に関し、助言を求められた場合にお

ける必要な助言（61 条の２関係） 

・ 災害発生都道府県知事から、当該知事を他の都道府県知事が応援するこ

とを求めるよう、求められた場合、又は特に緊急を要する場合において、

消防庁等と連携して行う当該求め（74 条の２関係） 

・ 都道府県知事から応援の求め、応急対策の実施を要請された場合の応援

又は応急対策の実施（74 条の３関係） 

・ 著しく異常かつ激甚な非常災害時において、必要に応じ、関係省庁と連

携して実施する特例に関する災害指定政令の制定（86 条の２～86 条の５

関係） 
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・ 広域一時滞在について、都道府県知事から求められた場合に、消防庁と

連携して行う当該知事への助言（86 条の 12 関係） 

・ 都道府県知事が広域一時滞在に関する事務を行うことができなくなった

場合に、消防庁と連携して行う広域一時滞在の協議等の代行（86 条の 13

関係） 

第５節 救助法の適用 

１ 救助法適用の決定等 

○ 政策統括官（防災担当）は、被災都道府県から災害の発生状況及び被害状況

の情報提供を受けた場合には、必要に応じ、関係省庁に対し、被災状況及び

救助法の適用について情報提供を行う。 

○ 政策統括官（防災担当）は、救助法の迅速な適用が行われるよう、被災都道

府県に対し、必要な助言その他の支援を行う。 

２ 助言及びその他の支援 

○ 政策統括官（防災担当）は、被災都道府県（被災市町村が救助の実施に関す

る事務を処理する場合における当該被災市町村を含む。以下この節において

同じ。）が行う以下に掲げる措置が適切に行われるよう、関係省庁と連携し

て、必要な助言その他の支援を行うとともに、救助法に基づき被災都道府県

が実施する被災者の救出や医療の提供並びに遺体の捜索、埋葬等、被災者へ

の生活必需品や学用品の給付、住宅の応急修理及び障害物の除去その他の応

急措置が適切に行われるよう必要な支援を行う。 

ア 避難所の設置  

・ 避難所を設置した場合に、避難者数の確認、避難者名簿の作成等によ

り、その実態を把握し、テレビ、ラジオ、仮設トイレ等必要な設備・

備品を確保すること。また、避難の長期化に際して、必要に応じ、プ

ライバシーの確保等に配慮すること。 

・ 避難者等の協力を得つつ、負傷者や、高齢者、障害者、乳幼児等の要

配慮者の所在の把握に努め、必要な保健福祉サービスが受けられるた

めの連絡調整等を行うこと。 

・ 避難所における高齢者、障害者等の要配慮者に対するニーズ調査を行

い、必要に応じて、公的宿泊施設、旅館及びホテル等を避難所として

借り上げて活用を図るほか、ホームヘルパーの派遣や施設への緊急入

所など必要な措置を講ずること。 

イ 炊出しその他による食品及び飲料水の供与  

・ 事業者等の協力を得て、食品及び飲料水の提供に努めるとともに、直

ちに用意できない場合は、差し当たり、当該都道府県が備蓄している
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乾パン、缶詰等の食品の供与を速やかに行うこと。 

・ 食品の必要供給量を避難所責任者からの情報等により把握し、公共施

設の調理施設を利用すること等による炊出し、食品流通業者による搬

入等の手配を適切に行うこと。 

・ 学校、社会福祉施設及び公共施設の調理設備の利用、避難所への仮設

炊事場の設置等により、適温食の確保に努めること。 

・ 被害の規模等に応じ必要と認めるときは、被災住民等地域住民の協力

を得る等により、食品の供与のための体制を緊急整備すること。 

ウ 応急仮設住宅の設置  

・ 応急仮設住宅の建設用地として被災市町村内の公有地の確保に努める

とともに、災害の規模、態様に応じ、他の市町村有地、国有地、企業

等の民有地の提供を受けること等により、必要な用地の確保を行うこ

と。 

・ 被災者の実態把握に基づき、速やかに応急仮設住宅の設置計画を作成

すること。この場合において、水、ガス、電気等の供給に配慮すると

ともに、被災者に係る世帯人員数や高齢者・障害者等に配慮した仕様

及び設計に努めること。 

・ 災害時における被災者用の住居として利用可能な公営住宅等の把握に

努め、災害時に迅速にあっせんできるよう、あらかじめ体制を整備す

ること。 

・ 応急仮設住宅を大量に設置した場合の入居事務については、その事務

処理体制の整備、必要な職員の配置等を図り、被災者の入居が遅滞な

く、かつ、公平に行われるよう努めること。この場合において、入居

決定に当たっては、被災者の特性や実態に応じた配慮を行うこと。 

３ 広域応援の要請、指示 

○ 政策統括官（防災担当）は、被災都道府県の職員のみで必要な職員を確保で

きない場合には、必要に応じ、近隣都道府県に応援を要請し、又は内閣総理

大臣の応援指示の発出の求め等の要請等を踏まえ、必要な職員の派遣等適切

な応援体制の整備を図る。 

○ 政策統括官（防災担当）は、特に必要と認める場合には、救助法第 14 条の

規定に基づく内閣総理大臣による被災都道府県以外の都道府県知事に対す

る応援指示につき必要な手続を行う。 

４ 関係省庁との協力 

○ 政策統括官（防災担当）は、救助法による救助の円滑な実施に資するため、

食品の確保、応急仮設住宅の建設に要する資機材及び建設用地の確保等につ
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き、関係省庁及び関係機関と密接な連絡を図る。 

５ 応急救助の実施に必要な物資の収用等 

○ 政策統括官（防災担当）は、応急救助の実施に当たって、特に必要とされる

物資の円滑な供給を確保することができない場合において、特に必要がある

と認めるときは、関係省庁と連携して、救助法第５条の規定に基づく内閣総

理大臣による関係事業者に対する物資の保管命令又は物資の収用を行う。た

だし、この措置は、真にやむを得ない場合に限り、かつ応急救助の実施のた

めに必要な最小限度においてのみ行うものとし、できるかぎり関係者の協力

を得て必要物資の確保を図るよう努める。 

第６節 自発的支援の受入れ 

○ 政策統括官（防災担当）は、被災した都道府県又は市町村が義捐金を募集し、

これを配分するに当たり、助言を行うなど必要な支援を行うとともに、政策

統括官（防災担当）は、日本赤十字社に寄せられた義捐金の配分に当たり、

迅速かつ適切な配分が可能となるよう、配分委員会の設置等について助言を

行うなど必要な支援を行う。 

○ 政策統括官（防災担当）は、外交ルートによる海外からの支援の申入れを受

けたときは、関係省庁と協力して、別に定める「海外からの支援受入れにつ

いて」（海外からの支援受入れに関する関係省庁連絡会議申し合わせ）を参

考にして、外交ルートによる諾否の迅速な回答など適切な処理を図る。 

○ 政策統括官（防災担当）は、非常本部等が設置された後は、別に定める「緊

急災害対策本部事務局業務マニュアル」に基づき対応する。 

第３章 災害復旧・復興 

第１節 地域の復旧・復興の支援 

○ 政策統括官（防災担当）は、災害応急対策の進捗状況を考慮しつつ、被災地

の迅速かつ円滑な復旧・復興を図るために、被災地方公共団体に対して必要

な助言等を行う。 

○ 被災地方公共団体が復旧・復興の基本方向を定めた場合等には、政策統括官

（防災担当）は、必要に応じ関係省庁連絡会議の開催等により、関係行政機

関との緊密な連携を図り、基本方向に基づく復興計画の作成、その他復旧・

復興の推進を支援する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、復興計画に基づき必要な場合には、関係省庁と

連携して、発災直後から将来の復興を考慮した安全確保対策を講ずるよう努

める。 

○ 政策統括官（防災担当）は、市町村が罹災証明書を交付し、又は被災者台帳
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を作成・活用する際に、これらに係る事務の円滑な実施に必要となる組織体

制や詳細な項目の例示、法令に基づく台帳情報の外部提供の方法等について、

必要な助言等を行い、市町村が被災者の援護を総合的かつ効率的に実施する

ことを支援する。 

○ 復旧・復興の過程においては、男女共同参画の観点から、復旧・復興のあら

ゆる場・組織に女性の参画を促進するとともに、高齢者、障害者その他の特

に配慮を要する要配慮者の参画を促進する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、緊急災害対策本部が設置された場合において、

復興法第４条第１項に基づく復興対策本部の設置方針が決定されたときは、

速やかに同本部（同法第７条の復興対策委員会を含む。）の設置手続を開始

する。また、必要に応じ、復興現地対策本部の設置手続を開始する。 

第２節 被災者等の生活再建等の支援 

○ 政策統括官（防災担当）は、自然災害によりその生活基盤に著しい被害を受

けた被災者の生活再建に当たっては、被災者生活再建支援法人及び被災地方

公共団体と連携し、各都道府県又は市町村による独自支援措置や支援法に基

づき、当該被災者の生活再建を支援し、被災地の速やかな復興を図る。また、

当該事務が適切かつ速やかに実施されるよう、都道府県に対し、助言及びそ

の他の支援を行う。 

○ 政策統括官（防災担当）及び大臣官房政策評価広報課は、関係行政機関との

緊密な連携を図り、被災者の自立に対する援助、助成措置について、必要に

応じて広く被災者に広報する。 

○ 沖縄振興局は、沖縄振興開発金融公庫からの中小企業施設、住宅、農林水産

業施設、医療施設及び生活衛生施設の災害復旧資金の貸付けについて、必要

枠の確保、早期貸付け等につき適切な措置を講じ、又は指導を行う。 

○ 政策統括官（防災担当）は、関係省庁と連携して、火山災害等の長期化に伴

い地域社会に重大な影響が及ぶおそれがあることを勘案し、必要に応じて、

災害継続中においても、生活支援、生業支援等の被災者支援策その他の被災

地域の復興を図るための措置を実施する。 

第３節 災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給並びに災害援護資金の貸付 

○ 政策統括官（防災担当）は、市町村（災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給

の場合は特別区を含む。）による災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給並び

に災害援護資金の貸付に関する事務が、適切かつ速やかに実施されるよう、

都道府県に対し助言その他の支援を行う。 

○ 政策統括官（防災担当）は、災害を受けた低所得世帯等に対して、その自立

更生に資するため、都道府県社会福祉協議会が貸し付ける生活福祉資金（災
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害援護資金）の事務が適切かつ速やかに実施されるよう、都道府県に対し助

言及びその他の支援を行う。 

第４節 激甚災害の指定 

○ 政策統括官（防災担当）は、国民経済に著しい影響を及ぼし、かつ、当該災

害による地方財政の負担を緩和し、又は被災者に対する特別の助成を行うこ

とが特に必要と認められる災害が発生した場合には、激甚災害法第２条第１

項及び第２項に基づき、当該災害を激甚災害に指定するための政令の制定の

手続を行う。 

第５節 特定非常災害の指定 

○ 政策統括官（防災担当）は、著しく異常かつ激甚な非常災害であって、当該

非常災害の被害者の行政上の権利利益の保全等を図り、又は当該非常災害に

より債務超過となった法人の存立、当該非常災害に起因する民事に関する紛

争の迅速かつ円滑な解決若しくは当該非常災害に係る応急仮設住宅の入居

者の居住の安定に資するための措置を講ずることが特に必要と認められる

ものが発生した場合には、当該非常災害を特定非常災害の被害者の権利利益

の保全等を図るための特別措置に関する法律（平成８年法律第 85 号）に基

づく特定非常災害として指定するための政令の制定の手続を行う。 
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第３編 原子力災害対策編 

第１章 災害予防 

第１節 施設等の安全性の確保 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、原子力規制委員会と連携して、原子力災

害対策特別措置法（平成 11 年法律第 156 号。以下「原災法」という。）等に

基づき、原子力災害の予防のために必要な措置を講じる。 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、原子力事業者が行う原子力災害の予防の

ための措置が適切に行われていることについて、原子力規制委員会と連携し

て、適時適切に立入検査の実施等を行う。 

第２節 防災知識の普及 

１ 防災知識の普及 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、原子力規制委員会及び地方公共団体と連

携して、教育機関、民間団体等との密接な連携の下、防災に関するテキスト

やマニュアルの配布、有識者による研修や講演会、実地研修の開催等により

防災教育を実施する。 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、地方公共団体と連携して、住民に対し、

緊急時にとるべき行動、避難所での行動、原子力災害に関する特殊性等防災

知識の普及啓発を図る。 

２ 要配慮者等への配慮 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、防災知識の普及啓発を行うに際し、高齢

者、障害者、外国人、乳幼児、妊産婦、傷病者、入院患者等の要配慮者に十

分配慮し、地域において要配慮者を支援する体制が整備されるよう努めると

ともに、被災時の男女のニーズの違い等男女双方の視点に十分配慮するよう

努める。 

第３節 原子力防災に関する研究等の推進 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、研究機関等の行った原子力防災に関する

研究の成果が防災施策の強化に資するよう、必要に応じ防災施策への反映を

行う。 

第４節 再発防止対策の実施 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、原子力事業者が原災法に基づいて行う原

子力災害対策のための措置について、原子力規制委員会と連携して、原子力

事業者に対して適時適切に報告を求め、必要に応じて原子力事業所等への立

入検査を行う。 
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第５節 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧への備え 

１ 情報の収集・連絡体制 

(1) 情報の収集・連絡及び応急体制の整備 

○ 政策統括官（防災担当）は、中央防災無線網の整備により、関係省庁等

との連絡が相互に迅速かつ確実に行えるよう、情報連絡のネットワーク

化を推進する。  

○ 内閣府は、原子力事故発生直後に迅速に情報収集・連絡が行えるよう、

体制の整備、対応マニュアルの整備等を推進する。  

○ 政策統括官（防災担当）は、機動的な情報収集活動を行うため、警察庁、

消防庁、海上保安庁、防衛省等のヘリコプター等による被災現地の画像

情報を利用できる体制を充実する。  

○ 内閣府は、災害の発生が夜間、休日である場合に備え、内閣府本府災害

対策宿日直勤務実施規程を定めるなど宿日直体制の整備に努める。  

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、原子力災害発生場所等において情報

の収集・連絡にあたる要員として、原子力防災専門官をあらかじめ決め

ておくなど、体制の整備を図る。 

(2) 通信手段の確保 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、原子力規制委員会及び地方公共団体

と連携して、緊急時において、国と都道府県、都道府県と市町村の連絡

を円滑に行うため、都道府県及び市町村が行う専用回線網の整備・維持

を支援する。 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、原子力規制委員会と連携して、都道

府県及び市町村における非常用電話、ファクシミリ、テレビ会議システ

ム、衛星電話その他の非常用通信機器の整備・維持を支援する。 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、官邸、緊急時対応センター（原子力

規制庁）、緊急事態応急対策等拠点施設（以下「対策拠点施設」という。）、

原子力施設事態即応センター（原子力事業者本店等）、緊急時対策所、都

道府県及び市町村との間の円滑な情報連絡を確保するため、原子力規制

委員会、原子力事業者その他の防災関係機関と連携して、都道府県及び

市町村におけるテレビ会議システム及び衛星電話の整備を支援する。テ

レビ会議システムについては、地上回線の途絶に備え、衛星回線による

伝送経路の多様化を図るなど、通信の信頼性を確保する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、被災現地の情報が官邸及び原子力災害対策

本部を含む防災関係機関に伝達されるよう、中央防災無線網の整備・拡

充等伝送路の確保に努める。  
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○ 政策統括官（防災担当）は、災害時における通信を確保するため、保守・

運用体制を整備する。また、非常の際には、非常通信協議会との連携に

も配慮する。  

○ 政策統括官（防災担当）は、通信輻輳時に備え、防災関係部署に配備す

る電話については、災害時優先電話の指定を受ける。 

○ 政策統括官（防災担当）は、携帯電話を内閣府非常災害対策要員のうち

必要な者に配備する。配備された者は常時これを携帯する。配備する携

帯電話は、メール機能を活用するなど災害時に有効なものとなるよう配

慮する。 

(3) 防災関係機関相互の連携 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室及び政策統括官（防災担当）は、この部

に定めるそれぞれの執るべき措置の実施に当たっては、相互に連携を図

る。 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、地方公共団体が地域防災計画を作成

する上で支援を要請した場合には、原子力規制委員会、原子力事業者そ

の他の防災関係機関と連携して、地域防災計画作成マニュアルの整備等、

必要な支援を行う。 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、原子力事業者における資機材等の整

備状況を踏まえ、原子力防災会議事務局、原子力規制委員会等と連携し

て、実動組織を含む関係機関による応急対策への支援に努める。 

(4) 緊急事態応急対策等拠点施設の指定、整備及び運用 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、対策拠点施設をあらかじめ指定する。

また、対策拠点施設を地域における原子力防災の拠点として平常時から

訓練等に活用する。 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、対策拠点施設が自然災害等で機能不

全になったときに備え、あらかじめ代替施設を指定する。 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、原子力規制委員会、地方公共団体及

び原子力事業者と平常時より協力して、それぞれの役割と責任に応じて、

対策拠点施設及びその代替施設における応急対策の実施に必要な設備、

資機材、資料等について適切に整備、維持及び管理する。 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、地方公共団体の対策拠点施設及びそ

の代替施設の非常用通信設備の整備、対策拠点施設内の放射線防護対策

等、整備の推進を支援する。 

○ 上記のほか、対策拠点施設の指定、整備及び運用についての具体的事項

は、大臣官房原子力災害対策担当室が作成する「オフサイトセンターに
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係る設備等の要件に関するガイドライン」、「内閣府原子力防災専門官業

務要領」及び「原子力緊急事態等現地対応マニュアル」に定める。 

(5) 公衆の被ばく線量の把握体制の整備 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、原子力規制委員会、原子力事業者そ

の他の防災関係機関と連携して、地方公共団体によるホールボディーカ

ウンター等の被ばく医療機器やスクリーニングに用いる測定器等の整備

を支援する。 

２ 避難収容及び情報提供活動関係 

(1) 避難誘導 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、原子力規制委員会、原子力事業者そ

の他の防災関係機関と連携して、地方公共団体による屋内退避又は避難

誘導計画の作成に必要な支援を行う。 

(2) 関係者等への的確な情報伝達活動 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、地方公共団体と連携して、平常時よ

り周辺住民に対し、放射線防護等に関する正しい知識の普及啓発に努め

る。 

３ 医療活動関係 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、放射線測定資機材、除染資機材、安定ヨ

ウ素剤、応急救護用医薬品、医療資機材等の整備を行う地方公共団体の取組

を支援する。また、地方公共団体が医療資機材等を整備する際には、原子力

規制委員会、原子力事業者その他の防災関係機関と連携して、整備すべき資

機材に関する情報提供等を行う。 

４ 防災業務関係者の安全確保関係 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、地方公共団体による防災業務関係者の安

全確保のための防災資機材の整備を支援する。 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、地方公共団体による防災業務関係者の安

全確保のための情報交換会等の実施を支援する。 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、地方公共団体による防災業務関係者の安

全確保に関する必要な研修、教育訓練の実施を支援する。 

５ 防災関係機関等の防災訓練等の実施 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、原子力防災会議事務局及び指定行政機関

と相互に協力して、国、地方公共団体、原子力事業者等が共同して行う総合

的な防災訓練の実施についての計画を毎年度共同して作成し実施する。 

○ 原子力防災専門官等は、原子力規制委員会と連携して、原子力事業者が作成

する訓練計画について指導を行うとともに、必要に応じ訓練に立ち会い、実
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施状況を確認する。 

○ 原子力防災専門官等は、各種防災訓練に積極的に参加し、地方公共団体等と

の連携を図る。 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、原子力規制委員会、原子力防災会議事務

局、地方公共団体、原子力事業者等の防災関係機関と連携し、訓練を通じて

課題等を明らかにし、必要に応じ、防災訓練計画やマニュアルの改善等を行

う。 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、原子力規制委員会と連携して、原子力防

災専門官等に対し、その能力の維持・向上のため原子力防災等に関する研修

を行う。 

第６節 原子力防災会議事務局に対する協力 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、この計画に定めるほか、原子力防災会議

事務局が行う事務について、必要な協力を行う。 

第２章 災害応急対策 

第１節 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保 

１ 施設敷地緊急事態発生情報等の連絡 

(1) 原子力事故情報等の連絡 

○ 大臣官房原子力災害対策担当室は、施設敷地緊急事態（原災法第 10 条第

１項前段の規定により通報を行うべき事象をいう。以下同じ。）に至る可

能性のある事象（自然災害を含む。以下「警戒事態」という。）、施設敷

地緊急事態及び全面緊急事態（原災法第 15 条の事象をいう。以下同じ。）

の発生情報等を原子力事業者、原子力規制委員会等から通報・連絡を受

けた場合には、原子力防災専門官に対し、現地における情報の収集、原

子力事業者、地方公共団体、現地等との間において連絡・調整等を行う

よう指示するなど、現地との緊密な連携の確保に努める。また、この場

合における原子力防災専門官の具体的対応については、大臣官房原子力

災害対策担当室が作成する「原子力緊急事態等現地対応マニュアル」に

よる。 

○ 政策統括官（防災担当）は、施設敷地緊急事態発生情報等を原子力事業

者、原子力規制委員会等から入手したときは、速やかに、内閣府関係者

に連絡する。  

○ また、休日、夜間に施設敷地緊急事態発生情報等を原子力事業者、原子

力規制委員会等から入手した場合には、内閣府宿日直員は、別に定める

「内閣府本府災害対策宿日直要領」により、政策統括官（防災担当）に
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連絡する。  

○ 政策統括官（防災担当）付参事官（災害緊急事態対処担当）は、対策室

設置統括官決定により、原災法第 10 条の通報があった場合など、原子力

事故の発生により被害情報等の収集・連絡の必要があるときは、直ちに

内閣府情報対策室を設置する。  

○ 政策統括官（防災担当）は、対策室設置統括官決定により、原災法第 15

条の報告があった場合など、原子力事故の発生により災害応急対策の必

要があるときは、直ちに内閣府災害対策室を設置する。 

(2) 応急対策活動情報の連絡 

○ 内閣府情報対策室（内閣府災害対策室が設置された場合は、内閣府災害

対策室（以下本節において同じ。））は、原子力規制委員会等又は関係省

庁事故対策連絡会議若しくは原子力災害対策本部（以下本編において「原

子力災害対策本部等」という。）が収集した応急対策活動情報や原子力災

害対策本部等において調整された応急対策活動情報を収集し、速やかに

内閣府関係者に連絡する。 

(3) 放射能影響の早期把握等 

○ 内閣府情報対策室は、収集された放射能の影響に関する情報を関係省庁

事故対策連絡会議等から収集し、速やかに内閣府関係者に連絡する。  

○ 内閣府情報対策室は、関係省庁がヘリコプターテレビシステム等画像情

報を運用している場合には、必要に応じ、官邸及び関係省庁への画像中

継・配信を実施する。また、必要な場合には、自ら画像情報の収集を行

い、官邸及び関係省庁への画像中継・配信を実施する。 

２ 通信手段の確保 

○ 政策統括官（防災担当）は、施設敷地緊急事態発生後は直ちに災害情報連絡

のための通信手段を確保する。また、 以下の対応をとる。 

・ 原子力災害対策本部等を設置する際は、必要に応じ、中央防災無線の臨時

回線の設定を行う。  

・ 自らの回線による災害情報連絡回線の確保が困難であると認められる場

合には、総務省及び非常通信協議会を通じ回線の確保に努める。 

第２節 活動体制の確立 

１ 職員の非常参集 

○ 施設敷地緊急事態発生情報等を原子力事業者、原子力規制委員会等から入手

し、災害対策の体制を執る必要がある場合、内閣府非常災害対策要員は、非

常参集規程により直ちに参集する。 
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２ 関係省庁事故対策連絡会議の開催等 

○ 政策統括官（防災担当）及び食品安全委員会事務局は、原子力発電所等にお

ける事故の影響が周辺に及ぶおそれがあり、関係省庁事故対策連絡会議が開

催される場合には、原子力防災会議幹事会で定める「原子力災害対策マニュ

アル」により同連絡会議へ担当官を出席させる。 

３ 原子力災害対策本部の設置 

○ 原子力規制委員会から全面緊急事態が発生したと認められる旨の連絡を受

け、原子力緊急事態宣言案及び地方公共団体の長に対する指示案を受け取っ

た場合には、政策統括官（防災担当）は速やかに原子力緊急事態の公示の手

続及び原子力災害対策本部設置の手続を開始する。同本部の詳細は、原子力

防災会議幹事会で定める「原子力災害対策マニュアル」に基づく。  

○ 原災法に基づく原子力災害現地対策本部を設置することが決定されたとき

は、政策統括官（防災担当）は速やかに同本部設置の手続を開始する。同本

部の詳細は、原子力防災会議幹事会で定める「原子力災害対策マニュアル」

に基づく。  

○ 政策統括官（防災担当）及び食品安全委員会事務局は、原子力災害対策本部

及び原子力災害現地対策本部が設置される場合には、必要に応じ担当官を派

遣する。 

第３節 関係者等への的確な情報伝達活動 

○ 政策統括官（防災担当）は、必要に応じて、原子力規制委員会等からの連絡

情報に基づき、災害の状況、それぞれの機関が講じている施策に関する情報

等を整理し、関係者等からの問い合わせ等に対応する。 

第３章 原子力艦の原子力災害に係る応急対策等 

第１節 情報の収集・連絡及び通信の確保 

１ 災害情報の収集・連絡 

(1) 災害情報等の連絡 

○ 政策統括官（防災担当）は、外務省からの原子力艦の原子力災害に関す

る通報又は原子力規制委員会からの放射能調査による通常の観測値を明

らかに上回る値を観測した旨の連絡等（以下「外務省からの通報等」と

いう。）を受けたときは、速やかに内閣府関係者に連絡する。  

○ 休日、夜間に外務省からの通報等を受けた場合には、内閣府宿日直員は、

別に定める「内閣府本府災害対策宿日直要領」により、政策統括官（防

災担当）に連絡する。  

○ 政策統括官（防災担当）付参事官（災害緊急事態対処担当）は、対策室
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設置統括官決定により、外務省からの通報等を受けたことにより被害情

報等の収集・連絡の必要があるときは、直ちに内閣府情報対策室を設置

する。  

○ 政策統括官（防災担当）は、対策室設置統括官決定により、外務省から

の通報等により災害応急対策の必要があるときは、直ちに内閣府災害対

策室を設置する。 

(2) 放射能影響の早期把握等 

○ 内閣府情報対策室は、放射能の影響に関する情報を原子力規制委員会等

から収集し、速やかに内閣府関係者に連絡する。 

○ 内閣府情報対策室は、放射能の影響に関する情報等を官邸（内閣情報集

約センター）及び関係省庁に連絡する。 

○ 内閣府情報対策室は、関係省庁がヘリコプターテレビシステム等画像情

報を運用している場合には、必要に応じ、官邸及び関係省庁への画像中

継・配信を実施する。また、必要な場合には、自ら画像情報の収集を行

い、官邸及び関係省庁への画像中継・配信を実施する。  

 (3) 一般被害情報、応急対策活動情報等の収集・連絡 

○ 内閣府情報対策室は、関係地方公共団体の被害情報、応急対策活動情報

等について、関係指定行政機関、関係指定公共機関、関係地方公共団体

等から収集する。また、収集した被害情報、応急対策活動情報等を共有

するために、官邸（内閣情報集約センター）、関係指定行政機関、関係指

定公共機関及び関係地方公共団体に連絡する。なお、関係指定公共機関

及び関係地方公共団体との間の情報の収集又は連絡に当たっては、直接

又は関係指定行政機関を通じて行う。 

２ 通信手段の確保 

○ 政策統括官（防災担当）は、外務省からの通報等を受けた後は直ちに災害情

報連絡のための通信手段を確保する。このため、 

・ 非常本部等を設置する際は、必要に応じ、中央防災無線の臨時回線の設定

を行う。  

・ 自らの回線による災害情報連絡回線の確保が困難であると認められる場

合は、総務省及び非常通信協議会等を通じ必要な回線の確保に努める。 

第２節 活動体制の確立 

○ 政策統括官（防災担当）から、外務省からの通報等があったときは、内閣府

非常災害対策要員は、非常参集規程により直ちに参集し、非常参集時におけ

る業務分担に基づき、業務に従事する。 

○ 参集者のうち職員の上位者は、非常参集により体制が整うまでの間の対応の
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責任者となり、参集者全体に対し業務の分担、優先順位等必要な判断、指示

を行う。 

○ 防災を担当する内閣府審議官は政策統括官（防災担当）の所掌事務を、大臣

官房総括審議官は大臣官房審議官（防災担当）の所掌事務を、それぞれ必要

な範囲で、中央合同庁舎第８号館において行う。また、大臣官房は、応急体

制確立等のため、内閣府部局間の調整を行う等必要な支援を行う。 

○ 初動期における優先業務の内容、順位の目安は、以下のとおりとする。  

① 中央防災無線等の通信機能及び防災会議室の確認  

② 災害情報等の収集、災害規模の把握 

③ 収集、把握した情報の関係者、関係省庁等への連絡  

④ 緊急災害対策本部、非常災害対策本部及び現地対策本部の設置準備  

⑤ 応急対策の検討、実施 

⑥ 広報対応  

○ 非常本部等が設置された後は、内閣府非常災害対策要員は、別に定める「原

子力艦の原子力災害対策マニュアル」（平成 16 年８月 25 日中央防災会議主

事会議申合せ）に基づき、引き続き災害対策に関する活動に従事する。  

○ 政策統括官（防災担当）は、外務省からの通報等を受けた場合は、別に定め

る「情報先遣チーム派遣要領」により、現地情報の収集、現地対策本部の設

置準備等を行う情報先遣チームを直ちに現地に派遣する。 

○ 情報先遣チームは、あらゆる方法を駆使して速やかに現地入りする。  

○ 政策統括官（防災担当）は、政府調査団の派遣が決定された場合は、速やか

に、別に定める「政府調査団の派遣手順」及び「政府調査団の派遣に係る業

務要領」により派遣準備を行う。  

○ 政策統括官（防災担当）付参事官（総括担当）は、内閣府情報対策室と連携

し、公表資料の取りまとめを行うとともに、報道機関等の照会に対応する。 

１ 関係省庁原子力艦事故対策連絡会議の開催等 

○ 政策統括官（防災担当）は、外務省からの通報等を受けた場合、連絡された

情報の確認、共有化、応急対策の準備の調整等を行うため、必要に応じ、関

係省庁原子力艦事故対策連絡会議を開催する。会議の詳細は、別に定める要

領による。 

２ 非常災害対策本部の設置 

○ 非常災害が発生し、災対法に基づく非常災害対策本部の設置方針が決定され

たときは、政策統括官（防災担当）は速やかに同本部設置の手続を開始する。

本部の詳細は、別途「原子力艦の原子力災害対策マニュアル」及び「非常災

害対策本部の設置及び廃止の手続に関する要領」に定める。  
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○ 非常災害対策本部及びその事務局の設置場所は、原則として中央合同庁舎第

８号館内とする。  

○ 政策統括官（防災担当）は、同本部の設置に当たっては、必要に応じ、非常

災害現地対策本部の設置手続を開始する。非常災害現地対策本部の詳細につ

いては、別途「原子力艦の原子力災害対策マニュアル」及び「現地対策本部

の設置及び廃止の手続に関する要領」に定める。 

３ 緊急災害対策本部の設置 

○ 著しく異常かつ激甚な非常災害が発生し、災対法に基づく緊急災害対策本部

の設置方針が決定されたときは、政策統括官（防災担当）は速やかに同本部

設置の手続を開始する。また、必要がある場合は、災害緊急事態の布告等の

手続も併せて開始する。本部の詳細は、別に定める申し合わせによる。  

○ 緊急災害対策本部設置場所は、官邸内、その事務局の設置場所は官邸及び中

央合同庁舎第８号館内とすることを原則とする。  

○ 政策統括官（防災担当）は、同本部の設置に当たっては、必要に応じ、緊急

災害現地対策本部の設置手続を開始する。緊急災害現地対策本部の詳細は、

別に定める申し合わせ及び「現地対策本部の設置及び廃止の手続に関する要

領」に定める。 

第３節 被災者等への的確な情報伝達活動 

○ 政策統括官（防災担当）は、必要に応じて、災害の状況、それぞれの機関が

講じている施策に関する情報等を、ホームページやＳＮＳ（ソーシャルネッ

トワークサービス）、報道機関等を通じて周辺住民等に正確かつわかりやす

く公表する。 

第４節 自発的支援の受入れ 

○ 政策統括官（防災担当）は、被災した都道府県又は市町村が義捐金を募集し、

これを配分するに当たり、助言等必要な支援を行う。また、政策統括官（防

災担当）は、日本赤十字社に寄せられた義捐金の配分に当たり、迅速かつ適

切な配分が可能となるよう、配分委員会の設置等について助言を行うなど必

要な支援を行う。 

○ 政策統括官（防災担当）は、外交ルートによる海外からの支援の申入れを受

けたときは、関係省庁と協力して、別に定める「海外からの支援受入れにつ

いて」（海外からの支援受入れに関する関係省庁連絡会議申し合わせ）を参

考にして、外交ルートによる諾否の迅速な回答など適切な処理を図る。  

○ 政策統括官（防災担当）は、非常本部等が設置された後は、別に定める「緊

急災害対策本部事務局業務マニュアル」等に基づき対応する。 
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第５節 迅速な復旧活動 

○ 政策統括官（防災担当）は、災害応急対策の進捗状況を考慮しつつ、現地の

迅速かつ円滑な復旧を図るために、関係地方公共団体に対して必要な助言等

を行う。  

○ 政策統括官（防災担当）は、関係地方公共団体及び関係行政機関と緊密な連

携を図り、原子力艦の原子力災害による風評被害等の影響を軽減するために

行う広報活動の実施を支援する。 

第６節 その他 

○ 外務省からの通報等を受けたときの応急対策等については、前節までによる

ほか、「原子力艦の原子力災害対策マニュアル」に基づき行う。 

 



 

－ 43 － 

第４編 個別法に基づく内閣府の震災対策計画 

第１章 内閣府地震防災強化計画 

○ 政策統括官（防災担当）は、東海地震の地震防災対策強化地域に係る地震防

災基本計画において示す警戒宣言が発せられた場合における地震防災に関

する基本的方針等について、関係行政機関、関係指定公共機関及び関係地方

公共団体の協力を得つつ、見直し・充実等を図るとともに、その実施を推進

する。 

第１節 地震防災応急対策等に係る措置 

１ 東海地震に関連する調査情報（臨時）時の措置 

(1) 職員の非常参集等 

○ 政策統括官（防災担当）は、非常参集規程等に基づき、職員の迅速な参

集を図る。 

○ 政策統括官（防災担当）付参事官（災害緊急事態対処担当）は、対策室

設置統括官決定により、直ちに内閣府情報対策室を設置する。 

(2) 情報伝達 

○ 政策統括官（防災担当）は、東海地震に関連する調査情報（臨時）の趣

旨を、直ちに関係省庁（内閣官房（内閣情報集約センター）、警察庁、消

防庁、海上保安庁及び防衛省を除く）に伝達する。 

２ 東海地震注意情報時の措置 

(1) 職員の非常参集等 

○ 政策統括官（防災担当）は、非常参集規程等に基づき、職員の迅速な参

集を図る。 

○ 政策統括官（防災担当）は、対策室設置統括官決定により、直ちに内閣

府災害対策室を設置する。 

(2) 情報伝達 

○ 政策統括官（防災担当）は、東海地震注意情報の趣旨を、直ちに関係省

庁（内閣官房（内閣情報集約センター）、警察庁、消防庁、海上保安庁及

び防衛省を除く）に伝達する。また、東海地震注意情報発表後に政府の

準備行動開始の必要性が確認された場合は、関係省庁及び関係指定公共

機関にその旨を伝達するとともに、準備行動の開始が確認された場合の

国民への広報文を内閣官房（事態対処・危機管理担当）及び気象庁と協

議して立案する。 

(3) 情報先遣チームの派遣 

○ 政策統括官（防災担当）は、「情報先遣チーム派遣要領」を踏まえつつ、
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情報先遣チームを静岡県へ派遣する。 

(4) 警戒宣言、地震災害警戒本部及び現地警戒本部の設置等の準備 

○ 政策統括官（防災担当）は、気象庁から東海地震注意情報において地震

防災対策強化地域判定会が開催された旨を伝達された場合は、大震法に

基づく警戒宣言及び地震災害警戒本部設置のための閣議請議その他必要

な手続の準備を行う。 

○ 政策統括官（防災担当）は、現地警戒本部予定地と官邸等との通信回線

を確保するとともに、現地警戒本部員予定者及び関係都県へ派遣する連

絡要員の移動手段を確保する等必要な準備を行う。また、現地警戒本部

の設置及び運営が円滑に行えるよう、あらかじめ本部スペースの確保や

通信網の充実等を行う。 

３ 地震予知情報及び警戒宣言時の措置 

(1) 地震予知情報の伝達 

○ 政策統括官（防災担当）は、地震予知情報を入手した場合は、直ちに関係

省庁へこれを伝達する。 

(2) 警戒宣言、地震災害警戒本部及び現地警戒本部の設置及び運営 

○ 政策統括官（防災担当）は、気象庁長官による地震予知情報の内閣総理大

臣への報告後、出来るだけ速やかに警戒宣言を発せられるよう、内閣官房

（内閣総務官室）の協力を得て、閣議等の手続を迅速に処理する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、内閣総理大臣による警戒宣言、警戒態勢をと

るべき旨の公示及び地震予知情報の内容の周知に係る発表文を内閣官房

（事態対処・危機管理担当）及び気象庁と協議して立案する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、警戒宣言が発せられた場合は、直ちに地震災

害警戒本部及び現地警戒本部の設置に係る所要の手続を進め、迅速に本部

会議を開催して、地震防災応急対策の総合的かつ的確な推進を図る。 

○ 政策統括官（防災担当）は、警戒宣言及び警戒本部設置に係る閣議決定後

直ちに関係省庁に伝達するとともに、地震防災応急対策に係る措置を執る

べき旨の通知を関係指定公共機関に伝達する。 

○ 警戒宣言、地震災害警戒本部の設置等に係る事務については、本計画に定

めるもののほか、別に定める「東海地震に係る警戒宣言、地震災害警戒本

部の設置等について」（平成12年12月14日中央防災会議主事会議申合せ）

及び「警戒宣言、警戒解除宣言並びに地震災害警戒本部の設置及び廃止の

手続に関する要領」（昭和 63 年６月 10 日内閣府政策統括官（防災担当）

決定）に基づいて、実施する。 
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(3) 非常本部等及び現地対策本部の設置の準備 

○ 政策統括官（防災担当）は、警戒宣言が発せられた場合は、災害の発生に

備え、非常本部等及び現地対策本部の設置に必要な手続の準備を行う。 

○ 非常本部等及び現地対策本部の設置等に係る事務については、本計画に定

めるもののほか、別に定める「災害緊急事態の布告等に関する申合せ」、

「緊急災害対策本部の設置及び廃止並びに災害緊急事態の布告及びその

廃止の手続に関する要領」、「現地対策本部の設置及び運営等について」及

び「現地対策本部の設置及び廃止の手続に関する要領」に基づいて、実施

する。 

４ 特定の施設等における措置 

○ 政策統括官（防災担当）は、不特定多数かつ多数の者が出入りする施設を管

理・運営する者等による大震法に基づく地震防災応急計画の作成を促進する

こと等により、これらの施設等における東海地震の予知情報の伝達体制、応

急活動体制の構築等を図る。 

第２節 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備 

○ 政策統括官（防災担当）は、地震防災対策強化地域における防災性の向上を

図るため、地震対策緊急整備事業計画の同意に係る事務を行う等により、同

計画に示される避難地、避難路、消防用施設等地震防災上緊急に整備すべき

施設等の整備を推進する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、災害時の拠点となる学校、病院等の公的建造物

の耐震診断実施状況、主要な公共施設等における耐震化対策の実施状況等に

つき、関係省庁を通じて把握する等、地震防災対策推進のために必要な措置

を講じる。 

○ 政策統括官（防災担当）は、東海地震で発生すると予想される長周期地震動

対策について、関係省庁と連携して推進する。 

第３節 地震防災上必要な広報、教育及び訓練 

１ 広報及び教育の実施 

○ 政策統括官（防災担当）は、警戒宣言が発せられた場合における社会的混乱

の防止等に資するため、「防災週間」を中心として、報道機関との連携や各

種広報媒体を活用するなどあらゆる手法で東海地震の予知や警戒宣言等に

関する正確な知識の徹底的な普及を図る。 

２ 訓練の実施 

○ 政策統括官（防災担当）は、警戒宣言が発せられた場合及び大規模な地震災

害により非常事態が発生した場合を想定し、毎年、関係行政機関等の協力を

得て、情報の収集及び伝達訓練、非常参集訓練、地震災害警戒本部、現地警
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戒本部、緊急災害対策本部及び緊急災害現地対策本部の設置運営訓練等の防

災訓練を実施する。なお、総合的な防災訓練の計画作成及び実施に係る関係

行政機関の事務について必要な調整を図る。 

第２章 内閣府南海トラフ地震防災対策推進計画 

○ 政策統括官（防災担当）は、南海トラフ地震防災対策推進基本計画において

示す南海トラフ地震の地震防災対策の推進に関する基本的方針及び基本的

な施策に関する事項、施策の具体的な目標及びその達成の期間、南海トラフ

地震が発生した場合の災害応急対策の実施に関する基本的な方針等につい

て、関係行政機関、関係指定公共機関及び関係地方公共団体の協力を得つつ、

見直し・充実等を図るとともに、目標の達成状況等による計画の進捗状況の

把握や、計画の実施を推進する。 

第１節 地震防災上緊急に整備すべき施設等に関する措置 

○ 政策統括官（防災担当）は、南海トラフ地震防災対策推進地域（以下本章に

おいて「推進地域」という。）における防災性の向上を図るため、地防法に

基づく地震防災緊急事業五箇年計画の同意に係る事務を行う等により、同計

画に示される避難地、避難路、消防用施設等地震防災上緊急に整備すべき施

設等の整備を推進する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域にお

ける津波避難対策を推進するため、津波避難対策緊急事業計画の同意に係る

事務を行う等により、同計画に示される避難場所及び避難経路の整備、集団

移転促進事業及びこれに関連して行う要配慮者が利用する施設の整備等を

推進する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、災害時の拠点となる学校、病院等の公的建造物

の耐震診断実施状況、主要な公共施設等における耐震化対策の実施状況等に

つき、関係省庁を通じて把握する等、地震防災対策推進のために必要な措置

を講じる。 

○ 政策統括官（防災担当）は、南海トラフ地震で発生すると予想される長周期

地震動対策について、関係省庁と連携して推進する。 

第２節 津波からの防護及び円滑な避難の確保に関する措置 

１ 津波に関する情報の受理、伝達等 

○ 内閣府における津波に関する情報の受理、伝達については、別に定める「大

規模地震・津波災害応急対策対処方針」に基づくものとする。 

○ 政策統括官（防災担当）は、津波に関する情報の迅速な受理、伝達を行うた

め、中央防災無線網の整備により、関係省庁等との連絡が相互に迅速かつ確
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実に行えるよう、情報連絡のネットワーク化を推進するなど、情報収集・連

絡体制の整備を図る。 

２ 避難対策等 

○ 政策統括官（防災担当）は、津波からの避難に関する意識の啓発を図るため、

地方公共団体が行う津波対策を津波・高潮ハザードマップマニュアル等によ

り支援する。また、耐震性・耐浪性や浸水深に配慮したうえで堅固な高層建

物の中・高層階を避難場所に利用するいわゆる津波避難ビルの活用を進める

ため、津波避難ビル等に係るガイドラインの普及を図る。 

第３節 防災体制の整備等関係者との連携確保に関する措置 

１ 災害対策本部等の設置及び要員参集体制 

○ 政策統括官（防災担当）は、南海トラフ地震が発生した場合は、速やかに災

害情報の収集・連絡及び通信手段の確保を行うとともに、必要に応じ、非常

参集、内閣府情報対策室等の設置、情報先遣チームの派遣、関係省庁災害対

策会議の開催、非常本部等の設置等の対応体制の確立を図る。 

２ 地震発生時の応急対策及び資機材、人員等の配備手配並びに物資の備蓄・調達 

○ 政策統括官（防災担当）は、南海トラフ地震発生時の広域防災体制を迅速に

確立し的確な応急対策を講じるため、災害発生時における主として政府の広

域的活動の手続、内容等を具体化した「大規模地震・津波災害応急対策対処

方針」について関係省庁及び関係地方公共団体の協力を得つつ整備・充実を

図り、地震発生後、被災状況が明らかでない初期段階から、速やかにこの要

領に基づき、広域の防災対策を推進する。また、南海トラフ地震防災対策推

進基本計画に基づき作成する具体計画について、「大規模地震・津波災害応

急対策対処方針」を踏まえつつ、関係省庁及び関係地方公共団体の協力を得

て整備・充実を図る。 

３ 地域防災力の向上 

○ 政策統括官（防災担当）は、不特定多数かつ多数の者が出入りする施設を管

理・運営する者等による南海トラフ法に基づく対策計画の作成を促進するこ

と等により、これらの施設等における津波避難対策を促進する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、南海トラフ地震に対する地域防災力の向上を図

るため、防災ボランティア活動の環境整備や企業の事業継続計画（ＢＣＰ）

の作成の促進等国民の防災活動の促進を図る。 

○ 政策統括官（防災担当）は、国、地方公共団体、公共機関等が連携して地震

防災対策を推進するため、南海トラフ地震防災対策推進協議会を組織し、南

海トラフ地震が発生した場合における災害応急対策及び当該災害応急対策

に係る防災訓練の実施に係る連絡調整等を行う。 
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第４節 防災訓練に関する措置 

○ 政策統括官（防災担当）は、推進地域に係る大規模な地震災害により非常事

態が発生した場合を想定し、毎年、関係行政機関等の協力を得て、情報の収

集及び伝達訓練、非常参集訓練、緊急災害対策本部及び緊急災害現地対策本

部等の設置運営訓練等の防災訓練を実施する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、防災訓練の実施に当たっては、予想される地震

の影響が広域にわたることに配慮し、関係行政機関、関係指定公共機関、関

係地方公共団体等との連携を図ることに努める。また、防災訓練は、遂年そ

の訓練内容を高度かつ実践的なものとするよう努める。 

第５節 地震防災上必要な教育及び広報に関する措置 

○ 政策統括官（防災担当）は、手引書の配布や研修等を通じて、職員に対して、

南海トラフ地震に関する知識等に関する地震防災上の教育を実施する。  

○ 政策統括官（防災担当）は、過去に発生した南海トラフ地震による被害の状

況や、今後発生する南海トラフ地震により予想される被害等の南海トラフ地

震に係る防災知識や意識に関し、広報資料の作成、テレビ、雑誌等の報道機

関や防災関連行事等を通じて、国民に普及、啓発を行う。 

○ 政策統括官（防災担当）は、南海トラフ沿いで大規模地震が数時間から数日

の時間差で発生することによる被害の拡大を防ぐため、両地震が連続して発

生した場合に生じる危険について周知するなど、住民や現地の地理に不案内

な観光客等の意識の啓発に努める。 

第３章 内閣府日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進計画 

○ 政策統括官（防災担当）は、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推

進基本計画において示す日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震の地震防災対策

の推進に関する基本的方針等について、関係行政機関、関係指定公共機関及

び関係地方公共団体の協力を得つつ、見直し・充実等を図るとともに、その

実施を推進する。 

第１節 地震防災上緊急に整備すべき施設等に関する措置 

○ 政策統括官（防災担当）は、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推

進地域（以下本章において「推進地域」という。）における防災性の向上を

図るため、地防法に基づく地震防災緊急事業五箇年計画の同意に係る事務を

行う等により、同計画に示される避難地、避難路、消防用施設等地震防災上

緊急に整備すべき施設等の整備を推進する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、災害時の拠点となる学校、病院等の公的建造物

の耐震診断実施状況、主要な公共施設等における耐震化対策の実施状況等に
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つき、関係省庁を通じて把握する等、地震防災対策推進のために必要な措置

を講じる。 

○ 政策統括官（防災担当）は、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震で発生する

と予想される長周期地震動対策について、関係省庁と連携して推進する。 

第２節 津波からの防護及び円滑な避難の確保に関する措置 

１ 津波に関する情報の受理、伝達等 

○ 内閣府における津波に関する情報の受理、伝達については、別に定める「大

規模地震・津波災害対策応急対策対処方針」（中央防災会議主事会議申合せ）

に基づくものとする。 

○ 政策統括官（防災担当）は、津波に関する情報の迅速な受理、伝達を行うた

め、中央防災無線網の整備により、関係省庁等との連絡が相互に迅速かつ確

実に行えるよう、情報連絡のネットワーク化を推進するなど、情報収集・連

絡体制の整備を図る。 

２ 避難対策等 

○ 政策統括官（防災担当）は、不特定多数かつ多数の者が出入りする施設を管

理・運営する者等による日本海溝法に基づく対策計画の作成を促進すること

等により、これらの施設等における津波避難対策を促進する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、津波からの避難に関する意識の啓発を図るため、

地方公共団体が行う津波対策を津波・高潮ハザードマップマニュアル等によ

り支援する。また、耐震性・耐浪性や浸水深に配慮したうえで堅固な高層建

物の中・高層階を避難場所に利用するいわゆる津波避難ビルの活用を進める

ため、津波避難ビル等に係るガイドラインの普及を図る。 

第３節 防災体制に関する措置 

１ 災害対策本部等の設置及び要員参集体制 

○ 政策統括官（防災担当）は、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震が発生した

場合は、速やかに災害情報の収集・連絡及び通信手段の確保を行うとともに、

必要に応じ、非常参集、内閣府情報対策室等の設置、情報先遣チームの派遣、

関係省庁災害対策会議の開催、非常本部等の設置等の対応体制の確立を図る。 

２ 地震発生時の応急対策及び資機材、人員等の配備手配並びに物資の備蓄・調達 

○ 政策統括官（防災担当）は、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震発生時の広

域防災体制を迅速に確立し的確な応急対策を講じるため、甚大な津波被害が

発生したとき等の主として政府の広域的活動の手続、内容等を具体化した

「大規模地震・津波災害応急対策対処方針」について関係省庁及び関係地方

公共団体の協力を得つつ整備・充実を図り、地震発生後、被災状況が明らか

でない初期段階から、速やかにこの要領に基づき、広域の防災対策を推進す
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る。 

３ 地域防災力の向上 

○ 政策統括官（防災担当）は、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に対する地

域防災力の向上を図るため、防災ボランティア活動の環境整備や企業の事業

継続計画（ＢＣＰ）の作成の促進等、国民の防災活動の促進を図る。 

第４節 防災訓練に関する措置 

○ 政策統括官（防災担当）は、推進地域に係る大規模な地震災害により非常事

態が発生した場合を想定し、他の防災訓練の状況等を踏まえ、関係行政機関

等の協力を得て、情報の収集及び伝達訓練、非常参集訓練、緊急災害対策本

部及び緊急災害現地対策本部等の設置運営訓練等の防災訓練を実施する。 

○ 政策統括官（防災担当）は、防災訓練の実施に当たっては、避難行動に支障

をきたすと考えられる冬期にも訓練を行うこと、及び関係行政機関、関係指

定公共機関、関係地方公共団体等との連携を図ることに努める。また、防災

訓練は、その訓練内容を高度かつ実践的なものとするよう努める。 

第５節 地震防災上必要な教育及び広報に関する措置 

○ 政策統括官（防災担当）は、手引書の配布や研修等を通じて、職員に対して、

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関する知識等に関する地震防災上の教

育を実施する。  

○ 政策統括官（防災担当）は、過去に発生した日本海溝・千島海溝周辺海溝型

地震による被害の状況や、今後発生する日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震

により予想される被害等の日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る防災知

識や意識に関し、広報資料の作成、テレビ、雑誌等の報道機関や防災関連行

事等を通じて、国民に普及、啓発を行う。 

○ 政策統括官（防災担当）は、明治三陸地震のような、地震の揺れのわりに大

きな津波を発生させるいわゆる「津波地震」に関する知識の普及や、津波に

対する心得についての広報など、住民や現地の地理に不案内な観光客等の意

識の啓発に努める。 
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